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お祝いの言葉  

          神奈川県知事 黒岩 祐治 

  

２０１３年度一般社団法人日本機械学会関東支部第２０期神奈川ブロック総会・第２４回神奈

川産官学交流会の開催を心からお喜び申し上げます。また、神奈川ブロックの創立２０周年、誠

におめでとうございます。 

 皆様には、日ごろから、機械関連技術に携わる専門家として、本県産業の発展にご尽力いただ

き、心より感謝申し上げます。 

 さて、国では、新たな成長戦略のもと、景気回復に向けて、さまざまな施策を展開しつつあり

ます。県としても、国の施策との連携を図りながら、地域経済を活性化していく必要があります。

そのための取組の一つが、ヘルスケア・ニューフロンティアです。 

「健康寿命日本一」を目指して、「最先端医療・最新技術の追求」、「未病を治す」という２

つのアプローチから、最先端医療関連産業、健康・未病産業等、新たな市場を創出していくもの

です。 

この取組の柱となるのが、「京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区」と、本年２

月に国の指定を受けた「さがみロボット産業特区」です。そのうち「さがみロボット産業特区」

は、さがみ縦貫道路沿線を中心とした９市２町の区域を対象とし、生活支援ロボットの実用化・

普及を通じて、高齢社会への対応など、地域が抱える課題の解決を図るもので、現在、精力的に

様々な事業を進めているところです。 

その一つとして、「神奈川版オープンイノベーション」の仕組みによる生活支援ロボットの研

究開発があります。単独の企業では取り組むことが難しい研究開発に、県内の企業、大学等が幅

広く参加し、各機関が持つ資源を最適に組み合わせて、最短期間で商品化まで到達させるもので

す。 

こうした取組によって、県民の「いのち」を守る生活支援ロボットの実用化・普及を着実に進

めるとともに、裾野が広いと言われているロボット関連産業の活性化、そして地域経済の活性化

につなげていきたいと考えています。 

皆様方が持つ機械関連技術は、産業を支え、発展させていくためになくてはならないものであ

り、その技術力のさらなる向上は、本県産業の活性化に大きな役割を担うものと考えています。

とりわけ、皆様方が重点的に取り組んでおられる学生教育・技術者教育などの人材育成は、産業

競争力強化の礎となるものであり、産業の活性化にとって必要不可欠なものです。今後とも、よ

り積極的な取組を展開していただきますよう、大いに期待しています。 

また、貴学会の会員の皆様は、大学、企業、公的研究機関など、それぞれ異なるフィールドで

活躍していらっしゃいます。そうした皆様による産学公の連携の取組は、このたびの交流会も２

４回目を迎えるなど、既に多くの実績を積み重ねておられます。県におきましても「神奈川版オ

ープンイノベーション」に取り組むなど、産学公連携は“経済のエンジン”を回すための大きな

力であると考えています。皆様方におかれましては、今後とも、産学公連携の活動を積極的に展

開され、本県産業の活性化に、より一層のお力添えを賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、日本機械学会関東支部神奈川ブロックのますますのご発展と会員の皆様のご健勝を心

からお祈り申し上げまして、お祝いの言葉といたします。 
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１．  これからのイノベーションの課題 

    産学連携はイノベーションにつながるか？ 

 

有信 睦弘 

東京大学監事 

  

  

   

  

  

 

 

 

 

２．産学連携に基づくイノベーション創出の必要性とトレンド 

   

酒寄 仁司 

関東経済産業局 地域経済部 

産業技術課長 
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これからのイノベー
ションの課題

産学連携はイノベーションにつながるか？

東京大学 監事
有信睦弘

2013/11/22神奈川県産官学交流会

日本の課題は？
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はじめに

• 「米デューク大教授のキャシー・デビッドソンによると、

今、小学校に入る子どもの65％は現在まだない職業に就

くという。」

• 「欧米諸国が苦労してやっと獲得した、科学の繁栄につ

ながるリベラルで知的な環境を新興国でも実現できるな

ら、その国は科学の面ばかりか社会的、政治的な面でも

繁栄するだろう。もし実現しないなら、あるいはできな

いなら、彼らの行く末には日本と同じ運命が待ち受ける。

つまり、ぬるま湯のような暮らしの中でぼんやり日を過

ごし、真に新しいことには気持が向かなくなるのだ。」
（『2050年の世界 英『エコノミスト』 誌は予測する』, 英『エコノミスト』編集部, 2012）

G7各国の一人当たり名目GDPの推移（1908～2008年）

※内閣府「国民経済計算確報（参考資料）」より文科省作成
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労働力人口当たりのGDPは先進国中下位

深刻な問題は

総務省統計局統計表から

付加価値の増加が必要！！
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知識集積型化が進む世界経済と日本の状況

知識基盤社会での大学への
期待と焦燥
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Times Higher Education World 
University Ranking 2012-2013

QS World University Ranking
2012/2013
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近年、グローバル展開を目指す企業に、国内学生の採用数を抑制し、海外採用や外国人留学生
の採用数を増やす企業が増加する傾向が見られる

問われる我が国のK-16教育の「質」

Ｐ社

※平成22年３月朝日新聞、読売新聞の報道情報等により作成 ※高度人材受入推進会議第３回実務作業部会（H21年2月23日）の配布資料より作成

※平成22年6月朝日新聞の報道情報等により作成

Ｌ社

Ｆ１社

2010年度 2011年度 増減

採用総数 １,２５０名 １,３９０名 ＋１４０名

内
訳

国内採用 ５００名 ２９０名 －２１０名

海外採用 ７５０名 １,１００名 ＋３５０名

2008年度 2009年度 増減

採用総数 １１０名 １２０名 ＋１０名

内
訳

国内採用 １００名 ８０名 －２０名

海外採用 １０名 ４０名 ＋３０名

2010年度 2011年度 増減

採用総数 ３００名 ６００名 ＋３００名

内
訳

国内採用 ２００名 ３００名 ＋１００名

海外採用 １００名 ３００名 ＋２００名

＜その他企業の取組＞

・2006年度からグローバル採用を本格的に開始
・採用計画数の約1割を目処に採用
・年度によって異なるが、毎年30～50名採用し、現在全社員の1%超

Ｆ２社

・2009年入社の新卒採用から中国・インドの大学を出たITエンジニアの
採用を開始

・2009年は12名、2010年は41名入社、2011年には100名入社予定

Ｒ社

※アジア人財資金構想ＨＰ／企業の高度外国人材採用・活用事例より作成

2003年以降、欧州、米国、中国、アジアにも、リクルートセンター
を設置し、現地における新卒採用を積極的に実施

更に2012年度は、新卒採用1000名程度に拡大、うち２／３は
外国人採用を予定

2008年入社の定期採用より、外国人留学生の採用を本格的に
スタート、2009年度は中国・韓国・台湾・ベトナムなどから採用

11文部科学省BUF合田氏講演資料より

何が起きつつあるのか？

• 東日本大震災からの復興⇛復興・再生から成長へ？

• 生産人口の急速な減少と労働力当りのGDP⇛日本のGDPを生み出す

のは？

• 「失われた10年」で急速に進んだ製造の低賃金国への移転とリーマ

ンショックによる疲弊⇒製造業の技術開発力の低下

• 「高付加価値化」が進まないサービス業

• 「もの」の経済的価値と人間・社会的価値の乖離

• 日本企業の国際化の新たな進展

• 日本式生産方式と販売の前線から、事業の基幹の海外展開へ⇒日本企業

の多国籍企業化

• アジアを中心とした中間層・富裕層の急速な増加

イノベーションが不可欠
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大学発ベンチャ—の設立数

日本の大学の課題
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高度成長を牽引した高等教育

3rd world man’s blogより

第一群国立大学の内部昇格による
教授昇任の内訳

文部科学省科学技術政策研究所「国立大学教授へのキャリアパス」から
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Washington Accord Periodic Review
on 24-28 November 2012(JABEE)

Review Team composed of ECSA, HKIE and IEET

Visits to 4 programs at two higher educational institutions

Remarks by the Review Team:

• Recognized the improvement on Engineering Design Education

• “Multi-disciplinary” team work is not sufficient

• Internationalization (foreign students and teachers) not yet 
sufficient

• Education of communication skills in English not yet sufficient

• More industry’s participation to JABEE activities should be 
encouraged

研究チームにおける分野多様性
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工学分野の研究対象の変化

ナイスステップな研究者の例
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イノベーションへの課題

大学教育への評価
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大学教育の成果（学生）

OECD・PISAショック（2003,06年）などを受け、子ども達の学習時間は増加
平日授業以外に3時間以上勉強する中3 4.6％（01年）⇒10.3％（10年）
PISA調査・レベル5以上の層は厚い ⇔ 他方、レベル1未満の割合も相対的に高い

順位 国 名 人数（人） 比 率 OECD内比率

１位 アメリカ 406,270 9.9% 29.4%

２位 日本 162,360 13.4% 11.7%

３位 韓国 92,514 12.9% 6.7%

４位 フランス 71,982 9.6% 5.2%

５位 ドイツ 64,755 7.6% 4.7%

OECD合計 1,381,875 7.6% 100%

【
読
解
力
】

順位 国 名 人数（人） 比 率 OECD内比
率

１位 アメリカ 406,270 9.9% 17.6%

２位 日本 253,233 20.9% 11.0%

３位 韓国 182,877 25.5% 7.9%

４位 ドイツ 151,664 17.8% 6.6%

５位 フランス 102,724 13.7% 4.4%

OECD合計 2,309,185 12.7% 100%

【
数
学
的
リ
テ
ラ
シ
ー
】

【
科
学
的
リ
テ
ラ
シ
ー
】

順
位

国 名 人数（人） 比率 OECD内比
率

１位 アメリカ 377,544 9.2% 24.4%

２位 日本 205,979 17.0% 13.3%

３位 ドイツ 109,062 12.8% 7.1%

４位 イギリス 89,675 11.4% 5.8%

５位 韓国 83,191 11.6% 5.4%

OECD合計 1,545,518 8.5% 100%

※OECD加盟34ヶ国中上位5ヶ国比較

当該年齢推定人口×レベル5以上
の生徒の割合

PISA2009におけるレベル5以上の生徒の国際比較

義務教育修了段階の子ども達の学習成果

文部科学省合田氏BUF講演資料から
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year idea
1917 Sneakers
1923 Business management

Multiplane camera
1924 Frozen food
1926 Rocket engine
1929 Synthetic rubber
1934 Nylon
1938 Xerography
1939 Automatic transmission

Helicopter
1942 Electronic digital computer
1945 Nuclear power
1947 Cellular phone

Tupperware
Microwave oven

1950 Diners Club card
1951 Levittown
1952 The conglomerate

year idea
1955 Fast food
1956 Containerized shipping

Disk drive
1959 Three-point seat belt
1962 Modem
1965 Consumerism
1968 Mouse
1969 Charge-coupled device (CCD)
1970 Compact disc
1972 Computed tomography (CT)
1976 Personal computer chic
1984 Liquid crystal displays (LCD)
1987 Prozac (anti-depressant)
1991 World wide web (WWW)

2000 Automated sequencing machine 
(for human gene analysis)

Source: “85 Years & Ideas” Forbes Magazine, December 23, 2002. 

Notable 20th Century Innovations

Mostly, driven by technological breakthroughs

科学的発見
(discovery)

創意・発明・技術革新
(invention)

市場イノベーション

技術革新によるイノベーション
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通商白書2010から

サービスの設計

• 日本の製造業の売上高のシェアの低下
– 製造業の競争力の低下⇒新たな価値＝サービスの創造が必要

• 日本の一人当たりのGDPの急速な減少

– 生産性の高い製造業は海外へ、国内生産の主体が生産性の低
い間接業務にシフト⇒間接業務の生産性向上が急務

• 製造業の競争力は？⇔製造業の変化と基盤技術

• サービスの設計・科学技術とイノベーション

製品が提供するサービスを包含する新たな製造業
或いはサービスを提供する製造業という視点
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製品によってて提供されるサービス

サービス
サービス

製品

製品

技術
技術＝ Ｘ Ｘ

サービスの設計 製品の設計 技術革新

科学的発見
(discovery)

創意・発明・技術革新
(invention)

市場イノベーション

これからのイノベーション

Science Technology

コンセプト
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ご清聴有難うございました
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機密性○

産学連携に基づくイノベーション創出の
必要性とトレンド

平成２５年１１月２２日

関東経済産業局 地域経済部
産業技術課長 酒寄 仁司

1

機密性○

本日の内容

我が国のイノベーション戦略・政策

産学連携政策の変遷と産学連携の成果・実績（実態）

反省と教訓

視座と今後の方向性

具体的な参考事例

2
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機密性○

我が国のイノベーション戦略・政策

3

機密性○

-拡大する国際市場を獲得-

■戦略的通商関係構築 TPPやRCEP等）

■海外市場の獲得（インフラ輸出、クー
ルジャパン等）

■内なるグローバル化の促進（対内直接
投資、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成）

-課題をバネに新たな市場を創造-

 「健康寿命」の延伸

 クリーンなエネルギー需給

 次世代インフラの構築

 地域資源で稼ぐ社会（農業等）

 産業の新陳代謝
 雇用制度改革・人材力強化
 科学技術イノベーション強化
 ITの利活用促進
 立地競争力強化

（エネルギー制約、特区等）
 中小企業の革新

【第一の矢】
デフレマインドを一掃

大胆な金融政策

【第二の矢】
湿った経済を発火

機動的な財政出動

【第三の矢】
企業や国民の自信を回復し、
「期待」を「行動」へ変える

新たな成長戦略

戦略市場創造プラン日本産業再興プラン 国際展開戦略

成長への道筋成長への道筋

３つの政策

（新陳代謝、新事業の創出、規制・制度
改革と官業の解放）

（女性・若者・高齢者を最大限活かす、
世界で活躍する人材の育成）

（技術立国日本の再興、
「メイド・バイ・ジャパン」で復活）

３つのプラン

活力 ・ 人材 / 新製品 ・ 新サービス

澱んでいたヒト、モノ、カネを一気に動かし、10年間の平均で名目成長率３％程度、実質成長率２％程度を実現。
その下で、１０年後には１人当たり名目国民総所得が１５０万円以上拡大。

異次元のスピードによる政策実行/国家戦略特区を突破口とする改革加速/進化する成長戦略
<<政策群毎にKPI（達成目標）を設定して進捗管理。成果が出ない場合は、政策を見直し・追加>>

新たな成長戦略について（日本再興戦略）

4
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機密性○

○民間投資の活性化 ⇒先端設備の導入促進、Ｒ&Ｄや先端製造の国内維持・強化、サポインの自立化支援
○萎縮せずフロンティアにチャレンジできる仕組みの構築 ⇒規制対象の明確化、実証段階の規制特例
◎内外資源を最大限に活用したベンチャー投資・再チャレンジ投資の促進
◯事業再編・事業組換の促進 ⇒収益力の飛躍的向上に向けた経営改革、事業継承
◯海外展開の促進 ⇒海外Ｍ＆Ａの円滑化、海外事業リスクの低減

○
○

大企業や研究機関に眠る技術、アイディア、資金、人材等を
最大限に活用し、新事業を創出する環境を整備

若者・高齢者等の活躍推進

成長戦略のポイント①（産業新陳代謝の促進、新事業創出）

雇用制度改革・人材力の強化 5
〇今後３年間で民間設備投資を年間７０兆円の水準にまで回復させる
〇開業率が廃業率を上回り、開廃業率が米・英国レベル(10%台)にする

 新事業創出の担い手及び目利き・支援人材の育成
 個人・民間企業によるベンチャー投資の促進
 資金調達の多様化
 個人保証の見直し
 既存企業が有する経営資源の活用

機密性○（参考）日米企業の比較

6

株式会社ジャストシステム

１９７９年創業、８１年６月設立
１０１．５億円

５４４人（連結）
ソフトウェア開発
１３０億円（連結）
２３億円（連結）

２３４億円（連結）

１９８１年設立
66,363 Million US$=6.3兆円

９０，４００人
ソフトウェア開発

73,723 Million US$=7.0兆円(連結)
16,978 Million US$=1.6兆円(連結)

121,271 Million US$=11.5兆円(連結)

設立時期
資本金

従業員数
業 種
売上高
純利益
総資産

Microsoft CorporationＶＳ

１９３７年８月設立
３，９７１億円

３３．３万人（連結）
自動車製造・販売
２２．１兆円（連結）

９，６２２億円（連結）
３５．５兆円（連結）

１９７６年６月設立
118,210 Million US$=11.2兆円

７２，８００人
PC、ｉPhone・iPad等開発・販売

156,508 Million US$=14.9兆円(連結)
41,733 Million US$=4.0兆円(連結)

176,064 Million US$=16.7兆円(連結)

設立時期
資本金

従業員数
業 種
売上高
純利益
総資産

Apple Inc．トヨタ自動車株式会社 ＶＳ

（注）換算レ‐ト 1$=￥95
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機密性○

省庁の縦割りを廃し、戦略分野を中心に資源配分を
実現。
○総合科学技術会議が予算戦略を主導する新たなメ

カニズムを導入

・国家的重要な課題を解決するため、基礎研究から出
口までを見据えた研究開発等を推進する府省横断
型の「戦略的イノベーション創造プログラム」を創設

・米国ＤＡＲＰＡの仕組みを参考に、長期的視点からイ
ンパクトの大きな革新的研究テーマを大胆に推進す
る「革新的研究開発支援プログラム（仮称）」の創設

○総合科学技術会議の事務局機能の強化

○ 研究開発の成果を実用化につなげ、「技術でもビジネスでも勝ち続ける国」 を目指す。

○ イノベーション（技術力）ランキングを、今後、５年以内に１位にする 。

総合科学技術会議の司令塔機能強化

研究開発法人の機能強化

研究開発法人に対する業務運営の効率化目標のあり
方を見直し、評価を踏まえたメリハリのある予算の実
現。
○研究開発法人に関する新たな制度の創設

・研究開発の特性を踏まえた国の研究開発法人に関
する新たな制度を創設。

・給与、調達、自己収入の扱い、中期目標期間を越え
た繰越等の改善。

民間研究開発投資を今後３年以内に対ＧＤＰ比で世界１に
復活することを目指す。
○産学官のオープンイノベーションの推進、研究開発

法人・大学の研究開発設備の有効活用促進
○研究開発型ベンチャーへの技術開発・実用化支援等

の推進

官・民の研究開発投資の強化

○研究支援人材の着実な配置
○競争性を有する研究資金の制度において間接経費

３０％を確保

研究支援人材のための資金確保

グローバルな経済活動の拡大を踏まえ、イノベーションを起
こし、権利を取得し、活用するイノベーションサイクルを実現。
○国際的に遜色のないスピード・質の高い審査の実現
○国際展開を念頭に置いた標準・認証制度の見直し
○新興国を含めたグローバルな権利保護・取得の支援
○企業のグローバル活動を阻害しないための職務発明制

度の見直し

知的財産戦略・標準化戦略の強化

科学技術イノベーション総合戦略を踏まえて、これら施策を重点的に推進

成長戦略のポイント②（科学技術イノベーションの推進）

7

機密性○

○行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型への政策転換 ○多様な働き方の実現 ○女性の活躍推進
○民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能の強化 ○大学改革
○若者・高齢者等の活躍推進 ○グローバル化等に対応する人材力の強化 ○高度外国人材の活用

◯ 全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できる｢全員参加の社会｣を構築
◯ 10年間で世界大学ランキングトップ100以内に10校以上をランクイン

◯ 世界水準の高等教育や失業なき労働移動の実現及び若者・女性・高齢者等の活躍機会の拡大

若者・高齢者等の活躍推進

○若者の活躍推進

・大学等が産業界と協働して、高度な人材や中核的な
人材の育成等を行うオーダーメイド型の職業教育プログ
ラムの開発・実施。

働き手の数（量）の確保と労働生産性（質）の向上の実現に向けた取り組み

成長戦略のポイント３（雇用制度改革・人材力の強化）

雇用制度改革・人材力の強化

大学改革

○人材・教育システムのグローバル化による世界
トップレベル大学群の形成
○イノベーション機能の抜本強化と理系人材の育成
○人事給与システム改革による優秀な若手、外国人
研究者の活躍の場の拡大
○大学改革を支える基盤強化

・教授会の役割明確化等、抜本的なガバナンス改革
・大学内の資源配分の可視化
・評価指標の確立、運営交付金の抜本的見直し

8
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機密性○

9

世界大学ランキングは、様々な
機関が独自の指標に基づき作成し
ている。大学ランキングとして定評
のあるイギリスのQSクァックァレッ
リ・シモンズ社による"World 
University Rankings 2012"の大学
ランキングでは、上位に、アメリカ、
イギリスの大学が多く並び、上位
20のうち13大学がアメリカの大学、
4大学がイギリスの大学である。ト
ップ200の中に日本の大学は10大
学がランキングされており、東京大
学30位、京都大学35位、大阪大学
50位となっている。

＜参考＞大学を巡る関連情報

機密性○知的財産政策に関する基本方針
（平成25年6月7日閣議決定）

知的財産政策の４つの柱

１．産業競争力強化のためのグローバル知財システムの構築

２．中小・ベンチャー企業の知財マネジメント強化支援

３．デジタル・ネットワーク社会に対応した環境整備

４．コンテンツを中心としたソフトパワーの強化

10

（目標）

・国内外の企業や人を引き付けるような世界の最先端の知財システムを
構築していくこと。

・アジアを始めとする新興国の知財システムの構築を積極的に支援し、我
が国の世界最先端の知財システムが各国で準拠されるスタンダードとな
るよう浸透を図ること。

・世界最先端の知財システムから生ずる知の担い手となる創造性と戦略
性を持った人財を絶えず輩出し続けること。
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11

国のイノベーション戦略 科学技術イノベーション総合戦略

（出典：産業競争力会議 内閣府作成）

11

機密性○

産学連携政策の変遷と産学連携の
成果・実績（実態）

12
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機密性○

H18

H19

H21

H20

H22

H13

H14

H16

H15

H17

H8

H9

H11

H10

H12

中央省庁再編

大学等技術移転促進法

１．産学連携関連施策の変遷
承認ＴＬＯ制度の創設・支援
（＝大学等の研究成果の産業への移転を促進）
※ＴＬＯ：技術移転機関、平成２４年４月時点で３８機関

産業活力再生特別措置法

産業競争力強化法

大学発ベンチャー３年
１０００社計画※

第１回産学官連携推進会議（京都）

知的財産基本法

国立大学法人化

イノベーションジャパン（第１回）

教育基本法改正

科学技術による地域活性化戦略
研究開発力強化法

産業活力再生法

「先端イノベーション拠点」
「技術の橋渡し拠点」整備
（全国３０箇所）

日本版“バイドール”条
項（＝国の研究委託の成
果を受託者へ帰属）

大学等に対する特許料
減免措置等

国が「知的財産推進計画」を策定

法人格の取得、承
認ＴＬＯへの出資、
特許の機関帰属等

大学の役割として「社会貢献」
（産学官連携を含む）を明文化

新しい技術研究組合の設
置、
活用の開始

※平成１６年度に目標達成
（平成２０年度時点で約１８００社）

“産学官連携は
イノベーション創出の

重要な手段”

13

第３期

各地の産学官が密接して共同研
究を行える施設設備の整備
（Under One Roof型の研究開発）

第２期

“技術移転の
仕組みの改革”

“産学官の
人的交流等

の促進“

第１期

科学技術
基本計画

H23
～

中小企業等投資事業有限責任組合法制定
中小企業基盤整備機構によるベンチャー
ファンド事業開始

H18

H19

H20

H22

H21

H13

H14

H16

H15

H17

H8

H9

H11

H10

H12

H23
～

エンジェル税制の創設

ナスダックジャパン開設

ベンチャー企業関連

有限責任事業組合
（ＬＬＰ）法の制定

第４期

“科学・技術・イノ
ベーション政策の一

体的推進”

中小企業基盤整備
機構によるファンド
事業の再編

産業革新機構設立

エンジェル税制の抜
本的拡充（所得控除
制度の追加）

（楽天上場）

DeNA・
ぐるなび
上場

（ミクシィ上場）

（ＩＴバブル）

（バイオバブル）

機密性○
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14出典：文部科学省ホームページ「大学等における産学官連携等実施状況について」、「我が国の産業技術に関する研究開発活動の動向第11版」

大学等の共同研究受入額・件数 大学等の受託研究受入額・件数

共同研究実績 受託研究実績

H15→H23 約２倍 H15→H23 約２倍

特許出願実績

H15→H22 約３．５倍

特許活用実績

件数：H17→H22 約４．５倍

収入：H17→H22 約２．２倍

大学等による特許出願件数 大学等の特許実施料収入・件数

２．産学連携の現状①
○共同・受託研究、特許出願・活用等の実績は、順調に増加してきたが、最近はやや頭打ち。
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機密性○

産業界の研究費に占める大学への拠出割合

国 2002年（％） 2008年（％）

日本
0.77

（884億円）
0.71

（972億円）

アメリカ － 1.1

ドイツ － 3.4※

イギリス － 2.4

韓国 － 2.0※

中国 － 4.2※

（資料）総務省統計局「科学技術研究調査報告」
OECD「Research and Development Statistics」

（参考）※ドイツ、韓国、中国は2007年の数値

日本の大学との１件当たり共同研究費

15

○産業界からの大学への研究費拠出割合、1件当たりの平均共同研究費、米国と比較したラ
イセンシング収入水準など、まだまだ改善すべき点は多い。

２．産学官連携の現状②

50%

33%

8%

5% 4%

１件当たり平均約２００万円
※海外大学に対しては

１０００万円以上が一般的

～１００万円未満

～３００万円未満

～５００万円未満

～１，０００万円未満

～５，０００万円未満

（資料）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（２００９年度）

共同研究全体における研究費の規模別割合
（２００９年度、国全体で１４７７９件）

機密性○

16

日本 米国

出典：AUTM U.S. Licensing Activity Survey、UNITT大学技術移転サーベイ、文部科学省資料に基づいて経済産業省作成

日米の産学技術移転に関するパフォーマンス比較

２．産学官連携の現状③

28（件）

163（件）

20（M$）

1,691（件）

1,347（件）

6,882（件）

19（件）

118（件）

18（M$）

1,319（件）

944（件）

6,980（件）

21（件）

157（件）

16（M$）

1,367（件）

767（件）

6,882（件）

大学発ベンチャー起業件数

大学等の発明の製品化件数

大学等のライセンス収入

大学等の新規ライセンス件数

大学の特許登録件数

大学等の特許出願件数

日本2007年度

日本2008年度

日本2009年度

596（件）

658（件）

2,300（M$）

5,328（件）

3,417（件）

12,109（件）

595（件）

648（件）

3,310（M$）

5,132（件）

3,280（件）

12,072（件）

555（件）

686（件）

2,610（M$）

5,109（件）

3,622（件）

11,797(件）

大学発ベンチャー起業件数

大学等の発明の製品化件数

大学等のライセンス収入

大学等の新規ライセンス件数

大学の特許登録件数

大学等の特許出願件数

米国2007年度

米国2008年度

米国2009年度

※

※米国2009年度ライセンス収入は概算値
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機密性○

ドイツにおける産学官連携の事例

ドイツにおける自動車エンジンのＲ＆Ｄ

• エンジン分野で成果を挙げている大学に研究設備を連邦政府予算で整備
（拠点化）

• 企業は研究テーマ，研究員，研究費を出す

• 大学は研究者と高度専門人養成，研究成果の公開

カールスルーエ⼤学エンジ
ン研究室(Prof. Spicher)
は年間研究費3.5億円，23
テストベンチ，60⼈のス
タッフ，30⼈のDRコース

自動車技術会 内燃機関共同研究推進委員会資料 17

欧州と日本のやり方の相違

自動車技術会 内燃機関共同研究推進委員会資料

-61-



機密性○産学連携について指摘される現場での課題
○大学側は、産学連携に対する評価の低さ、教育とのバランス、インセンティブの欠如から、

積極的に取組む教員は、未だに限定的。
○企業側は、大学事務局の硬直的な対応等に不満。
○Win‐winの関係となる仕組みの再構築が必要。

東北大学
（２００７）

京都大学
（２００９）

九州工業大学
（２００９）

研
究
者
総
数
に
占
め
る

共
同
研
究
を
実
施
し
た
研
究
者
の
割
合
（
％
）

（参考）海外大学との産学官連携に対する声

「産学官連携の知財面の契約条件等の対応が柔軟。」

「機密保持の対処がしっかりしている。」

「内部の連携体制が整備されており、交渉や契約が早く進む。」 等

出典：経済産業省調査（平成２２年度）

学内で産学官連携に参画する教員の割合

出典：経済産業省から各大学への聞き取りに基づき作成

26%

22%
21%

12%

19% 契約の柔軟性が無い

大学内の制度・運用

産学連携の組織・体制

レスポンスが悪い

その他

○契約の柔軟性が無い：

「契約内容のひな形に固執」、「不実施補償にこだわる」

○大学内の制度・運用：「秘密保持意識が低い」

○産学官連携の組織・体制：「大学・ＴＬＯの窓口が一元化されていない」

○レスポンスが悪い：「契約事務、処理のやり取りに時間がかかる」

企業が指摘する大学の問題（アンケート）

19
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１３％、４３２名
（研究者総数

：３２９１名）

１４％、３８７名
（研究者総数

：２６８５名）

３０％、１１１名
（研究者総数

：３７０名）

機密性○

㊙ ㊙

大学企業

学生

教職員

インターンシップ 教育・研究

研究員

共同研究等の産学連携

社会人学生の派遣

• 大学の秘密保持、情報管理に関する取扱、ルール作りは
不十分

• 大学との契約に学生の秘密保持項目が含まれておらず
、対応が不明確で守秘義務が困難である

• 産学連携において企業秘密を安易に対抗企業にリークさ
れた例がある

• 共同研究成果について良い所取りの知財権を大学に取
得され、それを他社に売られた例がある

大学における営業秘密管理に対する企業の声の例

20

（参考）大学における営業秘密管理指針作成のためのガイドライン

出典：経済産業省調査（平成２２年度）

○大学における営業秘密管理の重要性を踏まえ、適切な営業秘密の規程整備・管理及び産
学連携等を一層推進させるため、経産省は「大学における営業秘密管理指針作成のため
のガイドライン」を策定。（２０１１年３月改訂）

○ガイドラインＵＲＬ http://www.meti.go.jp/press/20110331002/20110331002.html

ガイドラインの内容

１．大学における営業秘密管理の必要性及び改訂の
背景

２．不正競争防止法での営業秘密保護法制の概要
３．大学における秘密管理の基本的考え方

４．営業秘密を保護するための具体的な管理の在り
方・方策等（例：就業規則や個別契約・誓約書による
秘密保持の明確化）

５．大学において生じるおそれのある「事例」集
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（参考）産学連携・大学に関する企業からの声

１．企業が大学に最も期待するのは、目的をもった基礎研究と人材育成。大学教育に求めるのは、まず基礎教育。
大学の教育が産業界の期待とミスマッチを起こしている。

○産学連携の在り方について、大学に期待するのは科学（基礎的なバックグランド）や人材育成の部分。実用化（産業価値の追求）は

企業の役割。

○大学に期待することは、当社で手掛けることが難しい革新的な研究。

○大学には、幅広い基礎学力の養成をお願いしたい。

○産業を縁の下から支える重要な技術分野だが、地味な学問であり、大学から講座が無くなりつつある。

２．産学連携の成功には、企業側にもしっかりした目的意識が必要である。
○大学等との共同研究の方法が変化してきたと感じている。これまではお付き合いベースのものが多かったが、現在は社内でしっかり

テーマ選定を行った上で、数年先の将来を見据えた共同研究をおこなうようにしている。

○企業が何をやってほしいというしっかりとしたコミュニケーションをとらずに大学の先生に任せておきながら、後で「役に立たない」と文

句を言っているケースがある。

○大学の先生の狙いと企業ニーズを合致させるのは難しい。

３．企業は、大学の知財管理に不満を感じている。知財権に関する意識の低さの他、不実施補償等に関する指摘が
目立つ。共有特許を嫌い、買い取りを希望する企業もある。ＴＬＯによる知財の扱いに対する不満は多い。

○日本の大学は、特許を活用した事業展開に対する戦略性に乏しい例が多い。

○大学が持つ特許は、よほどベーシックなものでない限り使えない。

○日本の一大学が国際特許を出願することは難しいと思う。

○大学は、知財の本来の意味を理解していないことがある。知財権を所有するだけで利益を得ると勘違いしている人がいる。

○大学との研究開発では、不実施補償の問題で、毎回、契約に手間取る。実際の不実施補償の支払いとなるビジネスに繋がった例

はまだ少ない。

○大学の不実施補償の問題については、もめることもあるが大学により様々。全て買い取るということでやる場合もある。

４．大学等の情報管理に対する不安がある。
○機密保持については先生よりも学生（大学院生）が危険。

○人気がある先生は引く手あまたで、先生自身もいろいろな企業と付き合っているのがステータスになっているが、そういうところでは

情報管理がきちんとなされていない懸念がある。

出典：経済産業省から企業へのインタビューに基づき作成 21

（参考）産学連携は「同床異夢」

１．企業の本音
○大学から将来の事業展開の種となるアイディアは欲しい。→できるだけ優秀な教員等と多くデスカッションしたい。

○その中でめぼしいものがあれば、２～３百万円程度で大学に委託してＦ/Ｓを実施し、うまく行きそうであれば、後は自社内で継

続研究を実施。

○本当に必要なテーマがあれば２～３千万円かけて、大学に委託する。しかし、この場合は日本の大学である必要はなく、世界

中の大学からプロポーザルを待って一番良い条件のところに委託する。秘密保持契約や知財の取り扱いについて柔軟である

ことから、細かく規定することが可能。

○成果公表の制限は当然。強い知財の確保、コンペジターに対して有利なポジションの維持・獲得、事業化のためには致し方な

い。

２．大学教員の本音
○大学の本分は教育と研究であり、研究の主たる目的は、学会における論文発表。

○研究の遂行のためには、外部資金は必須。科研費、政府系競争資金等は積極的に応募する。そのためにベンチャー企業も

設立した。

○大学の第３の使命が「社会貢献」であることは十分に認識。加えて、自らの研究成果が世に出て社会に貢献することも希望。

○企業との共同研究は、異なった視点からの刺激があり、必ずしも消極的ではない。ただし、成果発表を遅らせてまでやろうと

は思わない。

○企業との大きな共同研究は、成果発表に制限がかかるので、ネガティブ。

○特に優秀な教員は、既に政府系競争資金を十分に獲得しており、超多忙な教員にとって企業との共同研究に大きな魅力は

無い。

出典：奈良先端科学技術大学院大学 久保浩三 産官学連携推進本部副本部長 外 22

３．産学連携（企業と大学間）で揉めるポイント

＜共同研究の場合＞ ○硬直化した契約内容 ○学生との「秘密保持契約」 ○間接経費（教員と大学が揉めることも多い）

＜特許出願の場合＞ ○不実施補償 ○共同出願費用の負担割合や出願人権利の持ち分比率

＜技術移転の場合＞ ○価値判断の差異
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機密性○

反省と教訓

23

機密性○

24

産学連携施策の反省

これまでに展開・推進してきた様々なメニュー
○ＴＬＯへの支援
○大学発ベンチャー1000社計画＋ベンチャー向け支援
○産学共同研究への支援

大学と産業界それぞれのパラダイムの調整役
ライセンスを前提にした特許出願やライセンス契約に精通した人材
ベンチャービジネスのマネジメント人材
ベンチャービジネスを理解したうえでリスクマネーを供給する投資家

学習効果をバネにしよう！
再興戦略に基づき再構築

時期尚早
だった！

理念やミッションが共有されず
専門人材が圧倒的に不足
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機密性○

25

我が国の研究開発を取り巻く現状⇒再興戦略に沿って打開

直面する危機
泥沼の多重苦＜高い法人税率、貿易自由化への出遅れ、
温室効果ガスの抑制、労働規制（派遣労働者→正規雇用）、
厳しいアントレプレナの創出環境、電力の不足・高騰、原発風評被害、

人口減少＋少子高齢化、ＥＵの信用不安、隣国との不協和音＞

危機の中での研究開発の低迷
＜企業＞Ｒ＆Ｄの縮小・短期化・重複・自前主義、国内Ｒ＆Ｄの孤立化
＜国・大学・公的研究機関＞

ナショプロの小粒化・近視眼化・硬直化（省庁縦割り、知財・国際標準化etc）
産学共同研究の低迷、橋渡し機能の不足
イノベーション創出人材の育成の課題、人材流動性の不足

問題意識
危機を好機と捉え、「やせ我慢」縮小経済に陥ることなく、産業構造・社会構造を変

革するとともに新産業分野を創出し、拡大経済への転換が急務。
国内に閉じることなくグロバールな「知」を積極的に取り込みつつ、世界を変革する

イノベーションを喚起する技術に果敢に挑戦し、フロンティアを開拓するＲ＆Ｄが必
要不可欠。 産学連携による活路に大きな期待

機密性○

視座と今後の方向性

26
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27

発想

実行

10～20年後の社会・システムを
共に考える

目的・目標を持った産学連携の
実施

新しい産学連携

システムの構築

①組織ミッションの明確化

②新たな制度の構築

③評価尺度によるＰＤＣＡ、努力と成
果に見合った資源配分

→（多様な産学連携活動の総合評価）

人材・知財の流動化・
糾合

①人材面：優秀な人材の招聘、人材
の流動化、中長期研究イン
ターンシップ等

②知財面：早い段階での産学の意見
交換、知財の蓄積のための
仕掛け

中小・ベンチャー企
業との産学連携の

活性化

①大学・大企業等で埋も
れている知財の中小・ベ
ンチャー企業への移転

②橋渡し研究の促進

意識改革・
ガバナンス改革

今後の産学連携の方向性

○我が国の経済成長の源泉であるイノベーションを継続
的に生み出すためには、産学が協働し、産学連携活動
や産学間の人材流動化を促進する環境を整備するとと
もに、客観的評価に基づくＰＤＣＡサイクルを取り込
んだ産学連携拠点の構築が不可欠です。

○そのため、産学が連携して、客観的な指標に基づく評
価制度の構築・実証を行うとともに、知的財産の運用
ルールや人材流動化促進策等の大学改革に取り組む産
学連携拠点を支援します。また、実証により得たデー
タを基に産学連携評価指標の改善を行います。

○これにより、国内外から企業や研究者が集まる、世界
の知を結集した魅力ある産学連携拠点を構築し、連続
的なイノベーション創出を促進します。

産学連携評価モデル・拠点モデル実証事業
平成2６年度概算要求額 ５．０億円（５．０億円）

産業技術環境局 大学連携推進課
03-3501-0075

事業の内容 事業イメージ

事業の概要・目的

条件（対象者、対象行為、補助率等）

産学連携ｺﾝｿｰｼｱﾑ
（大学、企業等）委託・補助

（2／3）

国

産学連携評価ﾓﾃﾞﾙ・拠点ﾓﾃﾞﾙ実証事業

産学連携拠点・ｺﾝｿｰｼｱﾑ

産学連携拠点としてのモデル構築・実証

産学間の知財運用のルール
産学連携参画・人材流動化促進の制度改革

世界的な産学連携拠点
の構築

連続的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・
産学連携活動の創出

産学連携の評価制度構築・実証

経済産業省・文部科学省が共同で策定中の
産学連携活動の評価指標・評価制度の活用

28
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機密性○
イノベーション推進に向けた産学連携を巡る課題と対応の方向

１．課題
（１）産学連携がイノベーションに結びつきにくい制度・環境
（２）産学連携活動に対する評価と評価結果に基づく資源配分の仕組みの不足
（３）イノベーション創出人材の育成や人材流動化の不足

２．対応策（案）
（１） 産学連携によるイノベーションを促進する環境整備
大学側の制度制約の緩和や産業界側の積極的関与により、産学協働でイノベーションを目

指す魅力ある産学連携システムを構築
ＷＰＩ等の研究開発拠点と連動する世界トップレベルの産学連携拠点を構築

（２）産学連携活動に対する評価と評価結果に基づく資源配分の仕組みの整備
産学連携機能の評価指標を活用し、産学連携活動を総合的に評価するとともに、評価結果

に基づく産学連携関連予算等の配分を実現

（３）イノベーション創出人材育成の強化・人材交流の促進
中長期インターンシップの仕組み構築・拡充により、企業現場での研究経験の機会を創出し、

産学協働で人材育成に取り組む環境を整備。

産学協働でのカリキュラム策定や、大学教育の評価への産業界の声の反映、大学における
企業人講師による講座等、産学協働の人材育成のシステムを構築。

29

機密性○

○『産学連携活動は「社会貢献」として大学の主要ミッションの一つ』との意識が、徹底されて
いないのではないか。

○産学連携活動が大学の主たる活動として位置づけられていないため、産学連携活動に参
画する教員が一部に限られ、大学の産学連携活動を主として支える外部人材の人件費の
４分の１は、補助金で賄っている状況。

30

大学で産学連携活動に携わる専任人材の７割以上が外部人材。
外部人材の人件費は、いまだ補助金で賄う状況。

＜大学知財本部の外部人材の財源＞
＜大学知財本部の専任人材構成＞

（資料）文部科学省資料から経済産業省作成。
（参考）平成２１年度末時点の数値

○「産学連携」を、「教育」「研究」に並ぶ大学のミッションの一つとして、各大学の中期目標・計画

に明確に位置づけ、大学の評価基準にも明確に位置づけるべきではないか。

○教員に対する評価基準として、「産学連携活動」を明確に位置づけるべきではないか。

ミッション明確化と資源配分への反映（１）組織ミッションの明確化
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機密性○

31

○大学の産学連携活動に対する支援（産学連携関連予算）は、運営費交付金額に比べて少
額であり、大学全体の活動へと波及させるための効果は限定的。

○産学連携活動が、大学組織の自由な活動費である運営費交付金の算定に連動していな
いため、大学全体の産学連携活動へのインセンティブとなっていない。

（資料）文部科学省資料から、
経済産業省作成。

運営費交付金の９割以上は、
学生・教員数等に基づき機械的に算定。

○大学の産学連携活動の実績・評価に基づき競争的に配分する運営費交付金を増加させるべきで

はないか。

○大学の産学連携活動の評価指標の策定と、評価に基づく資金配分方法を検討すべきではないか。

H23年度

運営費交付金 11,528億円

産学連携関連予算 422億円

＜産学連携関連の主な予算＞
大学等産学官連携自立化促進プログラム 23億円
先端融合領域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出拠点形成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 75億円
研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 167億円
地域イノベーション戦略支援プログラム 111億円

産学連携活動への支援は、運営費交付金比で４％。
運営費交付金の配分とは連動せず。

（資料）文部科学省資料・内閣府資料から、経済産業省作成。

（参考）「産学連携関連予算」は、文部科学省の「科学技術イノベーションの推進に

向けたシステム改革」予算総額であり、国立大学以外向け予算も含む。

平成23年度
運営費交付金

1.15兆円

選択的に配分される
運営費交付金
944億円 (8%)

学生・教員数に基づき機械的に
算定される運営費交付金

10,584億円 (92%)

ミッション明確化と資源配分への反映（２）努力と成果に見合った資源配分

機密性○

○国内の産学共同研究において、海外人材を含め優秀な研究人材を積極的に活用すべきではないか。

○国立大学法人の総人件費上限があるため、共同研究獲得のインセンティブが低く、産学連携活動に積
極的な教員が少ないのではないか。

○国立大学から企業へ一時出向する場合に、退職金算定期間が切れることが、産学間の人事交流イン
センティブ低下の一因となっているのではないか。

制度制約の緩和と魅力的な共創の場の設定 （１）人材

（参考）米国、カリフォルニア、ニュージャージーについては1ドル76円で円換算、
9ヶ月支給額を、12／9倍した金額。

（資料）米国：”Digest of Education Statistics 2007, 2008, 2009, 2010”、日本平均：
厚生労働省調査、東大：東大財務情報、より経済産業省推計。

1166 1114

1909 1885
1738

1271

大学教授年収は日米差あり （万円）

○産学共同研究への参加を目的とした海外研究人材の招聘の原資とするため、大学が共同研
究で得た間接経費の繰越しや積立を容易化すべき。

○国立大学は、外部資金を人件費総額上限の対象外として産学連携活動へのインセンティブを
高めたり、年俸制導入を推進するなど人材流動化を促進したりすべき。

32

○平成１８年度～２２年度

「行革推進法」で、国立大学の承継職員（法人化時
に職員であった者）の人件費総額について、５年間
で５％以上の削減を規定。

○平成２３年度以降：未定

国立大学法人の総人件費上限

運営費交付金 外部獲得
資金

人件費

国立大学承継職員の人件費上限

国立大学（４大学）における年俸制職員比率

年俸制職員比率 年俸制職員数 全職員数

１２．３％ １,２２５人 ９,９２７人

（資料）北海道大学、名古屋大学、大阪大学、京都大学の４大学の公表資料より、経済産業省作
成。

（参考）北海道大学、名古屋大学、大阪大学、京都大学の４大学の合計値。
各大学公表資料中の事務系、医療系等を除く「教育職種」が総数。

32
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機密性○

○一対一、個々の大学研究者対個別企業のボトムアップ型共同研究や大学単願で生み出された研
究成果のシーズプッシュ的なマッチングでは、イノベーションの幅に限界があるのではないか。

既存のシーズ
（作られつつある）

技術・特許

シーズとして
確立（存在）

しない技術・概念

顕在化している
企業ニーズ
（既存ビジネス）

確信を持てない
将来ニーズ
（将来ビジネス）

（資料）太田与洋他「新しい産学連携「参加方式協働事業」の事後評価」を参考に経済産業省作成

コーディネート
マッチング

（事例）東京大学 「Proprius21」の取組み

＜共同研究立案＞

①共同研究前のオープンな意見交換（プラザ活動）

②共同研究課題に最適な企業のパートナー（研究者）を学内で

探索しながらテーマの絞り込み（個別活動）

③事前に共同研究の実施計画を立案（スロット活動）、

＜共同研究の実施＞

－ポスドクを企業の費用負担により共同研究員として配置。

－複数年で数億円規模の研究開発も実施。（２００８年度時点で、

１件平均１１００万年超）

33

（資料）東京大学ＨＰより経済産業省作成

産学共同研究創出マトリックス

通常の共同研究推進機能

企業・
開発、事業部

大学
企業中研

Proprius21

○共同研究の前段階で、関心を持つ企業群と大学との情報交換等の「共同事業活動」への
取組みを支援すべき。

改良改善、高機能化、低コスト化

こうした領域を掘り起こす枠組みを検討すべきではないか。

制度制約の緩和と魅力的な共創の場の設定（２）早期の産学の意見交換

一対一の技術移転や共同研究には限界ありとする指摘

「大学等が独自に得た研究成果である技術シーズを産業界に
移転するという単一的な技術移転スキームには限界がある。
研究の入口から出口までの様々な段階で大学等と産業界と
をつなぎ相互作用を強化する観点から、大学等研究者が企
業のニーズを把握したり研究アイディアを活性化させるため
の意見交換の場、複数の大学等と企業とが研究開発で共創
する場、大学等の研究成果を企業に魅力あるものへと発展さ
せる仕組みなど、大学等と企業とをつなぐ新しい仕組みを構
築・強化する必要がある。」

（資料）知的財産による競争力強化・国際標準化専門調査会 知的財産推進計画２０１０策
定に向けた検討 第1回会合（平成22年2月）における相澤益男総合科学技術会議
議員提出資料から抜粋

機密性○

８％

（参考）産学官の研究の相互関係

全体 １７．１兆円

（参考）組織別の研究費(平成２２年)

１２２，５９４億円

１４，１６５億円

官
（公的機関）

３４，３４０億円

学
（大学等）

13,978億円

120,152億円

28,385億円

31億円

1,170億円

4,784億円

156億円 22億円

2,421億円

産
（企業等・非営利団体）

２０％

企業等：１２０，１００億円
非営利団体：２，４９４億円

７２％

組織別の研究者数(平成２２年)

34
34
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機密性○

○大学に対する競争的資金の大半は研究者個人向けであり、それだけでは研究成果の実用
化に十分に貢献することは困難。多様な分野の研究者のチームによる実用化に貢献する研
究環境を充実させるべきではないか。

35

文科省の競争的資金の９５％が研究者個人支援型

制度制約の緩和と魅力的な共創の場の設定（３）産学チーム型研究の促進

○研究開発プロジェクトにおいて、チームによる研究体制を構築し、大学におけるチーム型研

究の効果を示していくべき。

○共同研究前段階からの産学連携枠組み構築を通じ、実用化を目指して多様な知見を有す

る産学の研究者で構成されるチームによる研究を充実させるべき。

基礎研究領域
個人の独創的研究

（科研費）

基礎研究領域
個人の独創的研究

（科研費）

組織向け 204億円(5%)

研究者向け 3,851億円(95%)

＊ 国家基幹研究開発推進事業

＊ 科学研究費補助金（2633億円）
戦略的創造研究推進事業（567億円）
研究成果展開事業（229億円）
国際科学技術共同研究推進事業（29億円）
最先端研究開発支援プログラム(22年度：166億円)
最先端・次世代研究開発支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(22年度：227億円）)

平成23年度
文部科学省
競争的資金
4055億円

企業主体の研究
（経済産業省プロジェクトを含む）

企業主体の研究
（経済産業省プロジェクトを含む）

シーズ提供

連携

連携

（課題）

・実用化という共通目標の
下で役割分担が不十分。

・チームとして産学連携の
契機となりにくい。

多様な知見を有する研究者
のチームによる研究

多様な知見を有する研究者
のチームによる研究

機密性○

具体的な参考事例

36
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医療現場・大学の知見と諏訪地域の精密加工技術の連携が結実

㈱サンメディカル技術研究所 ㈱ミスズ工業 東京女子医科大学 早稲田大学

学
工学的見地からの
助言・評価

学
医学的見地からの
助言・評価、治験

産 基本特許保有、研究開発総指揮
製造販売承認取得

産
精密加工技術を
応用した製品製造

体内植込み型補助人工心臓「ＥＶＡＨＥＡＲＴ」(エヴァハート)

医療現場･大学の知見と長野県諏訪地域の精密加工技術を融合し、在宅療養での

移植待機、就労復帰も期待できる補助人工心臓の実用化・商品化に成功。

体内で補助心臓として機
能する血液ポンプと、体
外からこれを制御するコ
ントローラで構成。

三次元形状のポ
ンプ回転翼が血
栓・溶血を防止。
㈱ミスズ工業の
精密加工技術を
応用。

こぶし大の
血液ポンプ
は、小柄な
女性患者へ
も植込みが
可能。

参考事例①

37

＜製品の特徴＞

血液ポンプの流量性能は、従来品の5～10L/minに対し、最大20L/min。これにより、
生理的に自然な拍動流を再現。

故障原因となる電子部品をポンプ本体内から全て排除するとともに、独自の軸シー
ルシステムの採用により、6年超の長期耐久性を実現。

血液ポンプをこぶし大に小型化（容積132mL・重量420g） 。これにより、体格が比

較的小さな患者にも適応。女性を含めた幅広い患者層への植込みが可能。

■2010年12月厚生労働省より製造販売承認取得。

■2011年3月国内販売開始。これまでに５２台を販売(2012年6月時点)

機密性○

ご静聴ありがとうございました！

酒 寄 仁 司

TEL：０４８－６００－０２３４

Ｍａｉｌ：sakayori‐hitoshi@meti.go.jp

38
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パ ネ ル デ ィ ス カ ッ シ ョ ン 

１．開放特許をビジネスに活かすには  
吾妻 勝浩 
富士通株式会社知的財産権本部 
ビジネス開発部 

 

２．産学連携に基づくイノベーション創出の必要性とトレンド 
張  惟敦 

 株式会社 IHI 
 技術開発本部 

                                 

 
３．新しい産学連携システムによる「ものづくり支援ラボ」 

鈴木 哲也 
慶應先端技術研究センター所長 
慶応義塾大学理工学部教授 

 
 

４．オープンイノベーションを神奈川から 
村富 洋一 
横浜国立大学 共同研究推進センター 教授 

 
 
 

５．KAST の取り組み概要とオープンイノベーションへの期待 
馬来 義弘 

  公益財団法人神奈川技術アカデミー理事長 

 
 
 

６．京浜臨海部の未来と“ものづくり” 
林 秀明 
神奈川県政策研究・大学連携センター所長 
シンクタンク神奈川センター所長 
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開放特許をビジネスに活かすには

２０１３年１１月２２日
富士通株式会社
知的財産権本部 ビジネス開発部 吾妻勝浩

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

日日本機械学会神奈川ブロック創立２０周年記念
第24回神奈川県産官学交流会
「オープン・イノベーションを神奈川から」

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

平平成２５年度 知財功労賞 経済産業大臣表彰（産業財産権制度活用優良企業）

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

ものづくり

もの

「理」
の世界

つくり

「気」
の世界

設
計
思
想

埋埋め込む

埋め込む

マテリアル

製造業のものづくり
プロセス

サービス業のものづくり
プロセス

人
頭の世界

手足を動かす
世界

・消費者が何を望んでいるかを考える力
・付加価値を生み出す能力

「理」こそが新事業創生の
源であり、これをまとめた
ものが特許（発明）！

「ものづくり」による新事業の創生

東京大学大学院 吉川良三氏 講演参考

全全国の知財活用イベント

・札幌市知財活用セミナー ・川崎市知財交流会
・京都マッチングマート ・福井マッチングマート
・堺市マッチングマート ・熊本県知財マッチング
・大阪府マッチングマート（東大阪） ・神奈川県知財マッチング
・大田区知財マッチング ・NPO産業技術活用センター
・横浜市ものづくり支援事業 ・横浜銀行セミナー
・尼崎市知財活用セミナー ・千葉市知財活用セミナー
・徳島県知財活用セミナー ・横浜市商工会議所金融セミナー
・八千代銀行セミナー ・福井銀行セミナー
・福邦銀行セミナー ・地域フォーラムin和歌山
・岩手県知財活用セミナー ・埼玉県知財活用勉強会
・和歌山県知財活用勉強会 ・さいたま市勉強会

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

２０１２年度

２０１３年度
・八千代銀行知財活用セミナー ６．１７
・さいたま市知財活用セミナー ６．２８
・川崎市知財交流会 ７．１２
・札幌信金知財勉強会 ７．２３
・札幌市ビジネス交流会 ７．２４
・札幌市知財マッチング ９月
・神奈川県情報サービス産業協会 ９月
・キャンパスクリエイト/港区セミナー １０．３
・徳島県ビジネスマッチング １０．２５
・青森県ものづくり産業フォーラム １１．１９
・埼玉大学連携交流会 １２月
・青森県ビジネスマッチング １２月
・静岡県知財活用勉強会 １２月
・愛媛県ビジネスマッチング １．２１
・岡山県、広島県、熊本県・・・・・
・川崎信金、・・・・・

実施許諾契約締結

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

京京都オープン交流会 豊田市知財交流会 東大阪市知財交流会

マイドーム大阪技術展示会

ビジネスマッチングイベント風景 知知財活用の考え方知財活用の考え方

◎誰に⇒ 企業の業態・規模を問わず
◎何を⇒ 開放可能な技術シーズ

（特許、ノウハウ、試作評価 等）
◎どの様に⇒基本は実施許諾

・売却より長期の友好的関係構築を重視
・権利行使は前提としない
・商品企画、パブリシティ活用

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

～パブリシティ～
企業や団体が、マスコミなどに対して積極的
に情報公開し報道されるよう働きかける事。
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Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

ライセンサー側のメリット

研研究者・開発者の
モチベーションUP

ロイヤルティ収入を
新たな研究開発へ

ブランドイメージの
向上

CSR
利益追求だけでなく
社会から信頼・必要さ
れる企業を目指して

新規本業顧客の獲得
及び既存顧客への
サービスの拡充
（NextValue活動）

他社（同業、異業）
との有意義な

ネットワークの構築

ライセンサー側のメリット

ビビジネス開発部

＜ ＞

顧客

＜ﾗｲｾﾝｼｰ＞

顧客の顧客

富士通Ｇｒ

研究所
事業部門
営業部門
関係会社
・・・

■パパブリシティの活用
■プロモーションに協力

国 財団 自治体 動画

大学 ＴＬＯ 商社

ライセンス

ロイヤルティ

製品販売

活動ポリシー活動ポリシー

ロイヤルティ還元

■ライセンス契約締結がゴールではない（スタートである！）
■ 「顧客の顧客」を考える

約10万件の特許

地域の
銀行

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

文系力
（経済学部）

重要なのは
出口戦略！

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

専専修大学経済学部様との連携活動 川崎市下野毛工場協会

２０１２．１２．０９

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

埼玉大学経済学部様との連携 ～キックオフ説明会～

２０１３．５．８

薄薄井（学部長）研究室、吉田研究室の皆様

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

埼玉大学経済学部様 ～中間発表会～
２０１３．７．１０

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

八八千代銀行様お取引先様知財活用セミナー ２０１３．６．１７

富士通川崎工場
テクノロジーホール見学

セミナー風景
プレゼンルーム

八千代銀行
営業推進部長様挨拶

-74-



Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

地域企業様

大手企業（ＦＪ）

・ビジネス開発部（知財本部）
・研究所
・事業部

地域銀行

・支店（支店長、担当営業）
・本店（営業支援）

自治体※１

・市役所本体
・産業振興財団

技術アドバイザー
技術コーディネーター※１ 経済産業省等国が係る場合もあります。

新
事
業
創
生

～～新事業はみんなの力を結集し創生する（基本）～

マスコミ
新聞・テレビ・ラジオ等

地域の大学

知財活用における

川崎モデル

優れたアイデア ＋ 卓越した技術
「もの」＋「つくり」 →新商品開発

ライセンスを活用した企業支援事業

In さいたま ～～世界展開を目指す新商品の開発～

特許を核とした
商品アイデアの募集

（インターネット）

アイデアは全国から募集

評価委員会が
「推奨商品アイデア」を選定

全国のバイヤー、ユー
ザー評価を参考に選定

埼玉県産業技術総合センター
埼玉県産業振興公社

さいたま市産業創造財団
＋

県内支援機関

製造は埼玉

商品アイデアを核とし
た事業化プランの募集

（地域連携）

オープン クローズ

新商品
製造・販売

関係者が
連携して
成果達成
を目指す

世界展開
を目指す

ステップ ７

ステップ ６

ライセンサーとの
ライセンス契約

ステップ ５

アイデア提供者へ
のロイヤルティの
分配（成功報酬）

もの ＋ つくり

開放
特許

ライセン
サー
ライセン
サーライセ
ンサー

ステップ １

企業情報サイト イノベーションズアイ

ステップ ２

ステップ ３

ステップ ４

連携企業

ライセンシー
候補企業

支援

地域のネットワークを活用

推奨商品
アイデア

さいたまものづくり
プラットフォーム等評価情報

アドバイス
評価情報
アドバイス

知財活用における

埼玉モデル
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札幌(北海道）企業
コンソーシアム

札札幌市役所
発明協会、財団、国・北海道庁、大学

技術シーズ

富士通
日産自動車

NEC
・
・

地元の大手企業
地方銀行

野生動物・
家畜の

監視ｼｽﾃﾑ

寒冷地向け
新プロダクト

魚介類
の高速養殖

世界で一番
美味しい水

ロボット
観光大使

IT酪農

広域地区の
訪問介護

北海道だからできる
新製品

新サービス

ロシヤ
モンゴル

で販売しよう！札幌モデル
構築中

札幌から世界へ！
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ラライセンサー間連携について

日産自動車㈱
経営企画本部

テクノロジービジネス部

富士通㈱
知的財産権本部
ビジネス開発部

㈱日立製作所
研究開発本部
技術戦略室

オープンイノベーション推進部

連携・情報交換
日本電気

■ ﾁﾀﾝｱﾊﾟﾀｲﾄ技術の活用成果
・ダイキン工業様（空気清浄機フィルター）
・中島工業様（窓ガラスフィルム）
・玉川衛材様（吸着分解マスク）
・ダイキョー様（抗菌まな板）
・フェスコ様（フェイスケアマスク）
・セーラー万年筆様（抗菌ボールペン）
・富士化学様（薄膜化技術）
・ヨシミツ毛織様（抗菌カーペット）

■ 自自治体との知財交流会成果
・光和電機様（拡大視認装置）
・イクシスリサーチ様（車載ペットロボット）
・末吉ネームプレート様（抗菌ニス）
・スタックス様（免震台足）
・タカネ電機様（雰囲気センサー）
・ＪＫＢ様（レーザ溶接）
・アルファメディア様（出席管理ｽｷｬﾅ装置）
・ユニオン産業様（衝撃吸収梱包材）
・ランドシステム様（環境判定システム）

■ その他
・ザクト様（ＦＰ-ｃｏｄｅ）
・インパクトワールド様（ガス浄化）
・みずほ情報総研様（イオン注入DB）

活動実績（抜粋）活動実績（抜粋）

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

特許だけではビジネスは進まない！

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED

中中小企業は大手企業や大学の「特許」が本当に必要なのか？

「情報」を
持った「人」を繋ぐ
「ネットワーク」
「利他の心」

「熱意」

特許
富士通㈱

マーケティング
■■物産

D氏

補助金
●●市経済局

B氏

パブリシティ
◎◎新聞

F氏

事業資金
△△銀行

C氏

製品アイディア
◆◆大学
経済学部
G教授

試 作
県産技センター

A氏

海外販路
JETRO
E氏

成功の
秘訣は

組織
ではなく
個人

そして
ドリーム
チーム
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産から官への要望

●自治体コーディネーター（アドバイザー）の役割の見直し
●個別に中小企業を支援する事に対する抵抗感の排除
●市（県）と財団の連携強化
●利用しやすい補助金の創設
●地元企業の熟知
●ライセンシー企業（大手企業）を増やす

横浜市だけでも、７２８４の中小製造業事業所があります。
多くの中小企業が他社（大学含）技術を活用し、新事業の創生がで
きれば、神奈川の地域経済は大きく発展する事ができる。

そのために

Copyright 2013 FUJITSU LIMITED
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グローバル時代のオープン・イノベーション

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved.

2013年11月22日

日本機械学会 関東支部創立20周年記念

神奈川ブロック創立20周年記念

第24回神奈川県産官学交流会 「オープン・イノベーションを神奈川から」

技術開発本部

張 惟敦

はじめに

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved.

「オープン・イノベーション」という言葉は非常にシンプルで響きの良い言葉ですが、同時に非常に

曖昧です。各人がそれぞれのイメージを描きやすいからではないでしょうか。

Henry Chesbrough教授が提唱した有名な図があります。これをじっくりと見てみると、もちろん自

社内での技術開発も含まれていますが、企業内で不足している技術を外部の技術で穴埋めする

ことだけでは無いようです。自社で使われなくなった技術を他社で有効に使ってもらうことも入って

います。また、ベンチャー企業が持っている技術、あるいは事業ごと買収して自社の既存事業に組

み入れることも入っています。ベンチャーキャピタルからの投資も入っています。考えている範囲

が非常に広いことがわかります。

では、「オープン・イノベーション」でもっとも重要なキーワード

は何でしょうか？ まずは、“スピード”でしょうか。 そして、

個々人の“オープンなマインドセット（志向）”でしょうか。

「オープン・イノベーション」については、IHIとしても試行錯誤

しながら、自社に合ったイノベーションの方法を探っていきた

いと考えています。

2

出典：“Open Innovation : Implications for Japanese Innovation” 
reported to NEDO on March 10, 2013 より抜粋

目 次
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1.ＩＨＩにおける活動紹介

技術アタッシェ制度

シンガポールにおける連携例

2.産から官学に期待すること

海外の大学における産学連携の考え方の一例

グローバル企業における産学連携の考え方の一例

オープン・イノベーションへの期待

IHIにおける活動紹介

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved. 4

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved.

技術アタッシェ制度

5

技術開発本部ではIHI INC.（ニューヨーク）、IHI Europe Ltd.（ロンドン）、IHI Asia 
Pacific Pte. Ltd.（シンガポール）へ１名ずつ技術アタッシェを派遣しています。
2007年より取り組み始めたもので、技術開発本部の技術者を海外拠点に長期駐
在させ、主として地場の市場・技術の発掘を行っています。
技術者を技術アタッシェという立場の海外駐在員とすることで、以下の項目の実現
に向けて活動しています。また、海外駐在の経験を通して、グローバル対応可能な
人材の育成にも繋げています。

（１） 海外の市場・技術情報の定点探査
（２） 海外の大学・研究機関との連携による技術開発、研究開発の効率化

① 米州 IHI INC.（ニューヨーク）
ベンチャーを多く輩出するダイナミックな社会システムとネットワークを活用
し、新規技術の掘り起こしに繋げる。

② 欧州 IHI Europe Ltd.（ロンドン）
重工業に必要な基盤技術のレベル維持に活用

③ アジア・大洋州 IHI Asia Pacific Pte. Ltd.（シンガポール）
“世界の実験場”の位置付けを最大限に活用

（３） 海外における新規事業の創出

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved.

技術アタッシェ制度

6

【アタッシェ統括機能】
横浜

【IHI INC.】
ニューヨーク

【IHI Europe Ltd.】
ロンドン

【IHI Asia Pacific Pte. Ltd.】
シンガポール

2013年4月から、横浜にアタッシェ統括機能を置くようになりました。
・各地域で拾い上げた技術情報の有効活用

（横浜での受信および各拠点間での情報共有）
・戦略的な技術情報調査 （横浜からの発信）
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シンガポールにおける連携例

7

シンガポール科学技術研究庁（A*STAR）との共同研究開発や共同社会実験など
を通じて、IHIグループ技術開発の効率化、知名度向上、および新事業案件創出に
貢献すべく活動をしています。

（例１）先端・再生技術センター（ARTC）
IHI（機械分野）、Rolls-Royce、Boeing、SIEMENSがTIER1メンバーとして参加
する先端・再生加工技術開発を行う国際コンソーシアム

【注力技術分野】
① Surface Enhancement  (Additive Manufacturing) 
② Repair & Restoration
③ Product Verification

（例２）化学工学研究所（ICES）

（例３）製造技術研究所（SIMTech）

※ A*STAR: Agency of Science, Technology,  And Research
※ ARTC：Advanced Remanufacturing and Technology Centre
※ ICES：Institute of Chemical and Engineering Sciences
※ SIMTech：Singapore Institute of Manufacturing Technology

産から官学に期待すること

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved. 8
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出典：英国Cranfield Universityから受領した資料より抜粋

海外の大学における産学連携の考え方の一例

3. R&D proof of concept
2. Application formulated
1. Basic principle observed

5. Validated in operation
4. Validated in laboratory

7. Prototype in operation
6. Prototype in environment

9. System qualified by use
8. System qualified by test

Gap

Innovation value Chain

Time
Research Funding Bodies Government Industry

TRL 8 & 9

TRL  6 & 7

TRL  4 & 5

TRL  1, 2 & 3

Time

Outsource to
Exploitation Partner

Open Innovation 
Centres

Client funded
Applied Research

・Licensing
・Spin-out/in

・Knowledge Transfer direct to partners

・Multiple stakeholders
・Common research agenda
・Shared risks, Shared costs, Shared IP
・One management board

University

University

University

Business

Business

Business 1

Business 2

Exploitation 
Partner

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved.

グローバル企業における産学連携の考え方の一例

10

たとえば、Rolls-Royceでは会社のビジョンとして大きく次の３つを掲げています。
Vision 5 : applying technology (timeframe : 5 years)
Vision 10 : the next generation (timeframe : 10 years)
Vision 20 : exploring new ideas (timeframe : 20 years)

技術開発においては、TRL（Technology Readiness Level）により、
・R&T（Research & Technology） ……TRL-6まで
・R&D（Research & Development） … TRL-6超

を明確に分けています。

また、Early Stageの技術（TRL-4まで）は自社で研究開発を実施せず、大学で研究
開発を行ってもらっています。そのため、世界中の主要大学内に

UTC（University Technology Centre）
を設けています。

Rolls-Royceでは、会社と大学との間での人材交流が技術開発にとって効果的とい
うことを言っています。

Copyright © 2013 IHI Corporation All Rights Reserved. 11

クローズド・イノベーション オープン・イノベーション

最も優秀な人材を雇うべきである。 社内に優秀な人材は必ずしも必要ない。社内に限らず社
外の優秀な人材と共同して働けばよい。

研究開発から利益を得るためには、発見、開発、商品化
まで独力で行わなければならない。

外部の研究開発によっても大きな価値が創造できる。社
内の研究開発はその価値の一部を確保するために必要
である。

独力で発明すれば、一番にマーケットに出すことができる。 利益を得るためには、必ずしも基礎から研究開発を行う
必要はない。

イノベーションを初めにマーケットに出した企業が成功す
る。

優れたビジネスモデルを構築するほうが、製品をマー
ケットに最初に出すよりも重要である。

業界でベストのアイデアを創造したものが勝つ。 社内と社外のアイデアを最も有効に活用できた者が勝つ。

知的財産権をコントロールし他社を排除すべきである。 他社に知的財産権を使用させることにより利益を得たり、
他社の知的財産権を購入することにより自社のビジネス
モデルを発展させることも考えるべきである。

オープン・イノベーションへの期待

産から官学に期待すること

●相互の人材交流と意識の蜜なすり合わせ、並びにスピード感覚
●基礎研究の充実（基礎知識の蓄積）
●ベンチャー企業のインキュベーション制度

出典：“OPEN INNOVATION : Henry Chesbrough 著、大前 恵一朗 訳（産業能率出版部）より抜粋

ご清聴ありがとうございました
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www.ynu.ac.jp

YNUによる活動紹介
および

問題提起と期待

共同研究推進センター
教授 村富 洋一

12013.11.22

第２４回 神奈川県産官学交流会
オープンイノベーションを神奈川から

2
オープンイノベーションとは？

オープン・イノベーションは、内部のイノベーションを
加速し、イノベーションの外部利用市場を拡大するた
めの意図的な知識の流入・流出である。

自社のビジネスのために外部のアイデアと技術を使
い、自社で使わないアイデアを他社が使うようにす
べきことを意味する。

このため、外部のアイデアと技術を外から流入させ、
内部の知識を外に流出させるため、自社ビジネスを
オープンにすることが求められる

（2006年 Henry Chesbrough）
⇒個々の企業経営戦略の一つか？

3
本日のディスカッションへの期待

日本の産業競争力の再強化を図る上で、単なる企
業戦略だけではなく、 内閣府が様々な環境整備を含
めて、科学技術基本政策に組み込むために、

Open （approach for rapid and evolutional） Innovation
としての再定義を試みている（2010年）

本日は、単独企業の経営戦略と捉えずに神奈川で
早期に革新的なイノベーションを創出するための

Open approach とは何か？

そのための課題と解決策は何か

を産官学の立場で議論できればと願っています！

横浜国大で取り組んでいる
「オープンイノベーション」

の紹介

4

5

・大学のシーズを実際のモノとして訴えるため、
大学研究者に研究の先にある製品イメージを
発想してもらい、大学が出資して地域中小企
業に試作をしてもらう事業

・定型的な試作ではなくコンセプトや仕様が不
明確なため、企業、研究者、コーディネータ
間の対話による新しいアイデア発掘に期待

・失敗を恐れずに、実際に試作を行うことで、
新たな課題を見出し、有効な応用特許の連鎖
を生むことを期待

プロトタイピング推進事業の紹介 6
プロトタイピング推進事業の体制図

大学研究者

大学
産学連携CD

自治体
支援機関CD

試作企業

技術指導（基本特許）

企業
選定
協議

プロジェクト運営
知財戦略

試作委託
随意契約

試作企業紹介

事業化支援
外部資金

四者が定期的にミーティングを
実施し、課題の抽出と対応を決定

特許共同出願

製品
イメージ 設計・製作

納品
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7
プロトタイピング推進事業での開発品

パワー半導体デバイス

教授 于 強

瞬間高温水蒸気発生
技術を利用した調理器

教授 奥山 邦人
介護用移乗支援機器

教授 高田 一

高温水蒸気による
高効率小型溶融炉

准教授 酒井清吾

超小型DCモータ

外皮：プラスチックシリンダ（内径4mm）

外皮：プラスチックシリンダ（内径6mm）

コイルバネ（バネ長25mm）

コイルバネ（バネ長25mm）

摩擦振動抑制機能を
有するディスクブレーキ

准教授 中野健

小型フレキシブル伸縮アクチュエータ

教授 長尾智晴

市販の油彩絵具を
テンペラ絵具に変成
させる新メディウム
准教授 赤木範陸

8

課題名 教員名 企業名 費用 効果

１
高Tjをもつ

パワー半導体
デバイス

于 強
教授

㈱Ｍ社
99.8
万円

神奈川県グリーンIT活用
産業振興事業に採択 受託260万円

KAMOMEプロジェクトに発展
共同研究契約 200万円/年

２
小型過熱
水蒸気
調理器

奥山 邦人
教授

㈱Ｔ社
㈱Ｎ社

96
万円

Ｔ社と知財オプション契約
100万円/2年×２回

㈱Ｔ社 業務用調理器開発を決定し
共同研究を継続中
川崎市助成金申請

３
介護用移乗
支援機器

高田 一
教授

㈲Ｉ社
97.7
万円

川崎市福祉助成金（4２万円）にて
2号機試作完了

テクノエイド協会 介護機器等
モニター調査事業申請
さがみロボット特区での研究会

JST産学官連携ジャーナル Vol.8 No.2 2012に掲載
日刊工業、神奈川新聞等、計5件の掲載
文科省イノベーション創出機能強化作業部会（2013年8月）にて報告

プロトタイピング推進事業の結果

オープンイノベーション
への問題提起と期待

9

10
研究費・研究者の流動性

産

学官

139,077
億円

74％

14,474
億円

8%

34,450
億円

18%

7億円

1,303
億円

1億円

2,384
億円

150億円

16,768
億円

135,062
億円

16,337
億円

14,304
億円

産

学官

501,072人
60%

473人
3,752人

379人

290人

307人

3,868人

305,847人
36%

32,050人
4%

16,302人

2,127人 7,306人

研究費の流れ（全体18.8兆円） 人の流れ（全体83.9万人）

Ｈ20年 総務省統計局「科学技術研究調査報告」

研究費の大半は産に！
産の研究費の１％が学へ

全体として人の流動性は小
特に学から産への流れは小

11
オープンイノベーションの本質的な問題

・日本は終身雇用制は崩壊しつつあるが、欧米に比べ、産
学官で人がダイナミックに流動しているとは言い難い

・資金も同様で、全体に人・物・金の流動性が乏しく、結果と
して情報の流動性も限られた範囲に限定される

・さらに、単一民族、島国である日本では、「あうんの呼吸」で
問題点をそれなりに解決してきた文化がある。そのため、
課題やニーズを積極的に顕在化させる必要がなかった

・これが日本社会の特徴であり、安易に欧米の手法を輸入し
ても上手くいかないと思われる

・しかしながら、科学技術の幅と深さの大幅な進展により、企
業の自前主義は成立しないことは周知の事実である

⇒日本（神奈川）の特徴を生かした方法論が必要！

12
大学の特性

・大学研究者は、ものづくりより論文を優先する傾向が強く
（特に、国立大学）、研究に対する社会的意義を「現象の理
解、発見」に置く傾向が強い

・複合する技術に対して、研究者間で分担を決めたプロジェ
クト体制を組むことが苦手な傾向がある（不可能ではない）

・研究分野にもよるが、イノベーション創出の道筋はシーズ
の進化の結果と捉え、すりあわせや潜在ニーズの発掘へ
の視点が弱い傾向がある

・そのため、多額の資金が流入する顕在ニーズに対応した
研究を意識する傾向が強い

⇒大学はシーズの発掘とその進化に集中し、これを
オープンイノベーションの場で発信することが重要
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13
官（公）に対する期待

１．官(公）自らのニーズ発信と場の提供
・これまでの全方位施策ではなく、地域特性を生かした積
極的なオープンイノベーションの場の提供
京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区
さがみロボット産業特区

２．客観的な場で熱意をもって推進する要員の配置

・ステークホルダ間での調整役は必須で、事務局レベルか
ら専任のマネージャーが必要

・８０年代にイノベーション創出で実績をあげた企業出身の
シニア世代の活用も有意義（特区での展開に期待）

３．競争資金の資金の獲得
・産官学が連携した応募体制の構築

14
企業に対する期待

１．オープンイノベーションに対する情報発信
・研究管理部門が主導的に推進している会社も多いが、
個々の研究者の理解と行動が必要
・社内情報のオープン/クローズの明確な区分と社員への徹
底（対話の中で持ち帰り確認事項が生まれることが多い）
・若い研究者のオープンイノベーションの場への参画

２．地域企業間での連携推進
・大企業の研究所が多く立地する神奈川の特徴を最大限に
活用した実利を上げる活動（神奈川R&D推進協議会など）
・中小企業間は、個別事業での連携はなされているが、イノ
ベーション創出に向けた連携に期待（下請け体質の脱却）

３．コンソーシアム活動等への実務参加（幹事など）

15

THE END
御静聴ありがとうございました
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第24回神奈川産官学交流会
パネルディスカッション資料

平成25年 11月22日（ 金）
(公財)神奈川科学技術ｱｶﾃﾞﾐｰ（KAST）
馬来義弘（Yoshihiro Maki）

KASTの取り組み概要と
ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの期待

KAST本部（KSP内）

●

●
KAST LiSE Lab.
（LiSE内）

KASTの沿革・所在地

1989年 (財)神奈川科学技術ｱｶﾃﾞﾐｰ(KAST)設立
(財)神奈川高度技術支援財団(KTF)設立

2005年 KASTとKTFが統合。新KASTとして発足
2013年 川崎市殿町地区にLiSE Lab. を設置

公益財団法人に移行

神奈川ｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ（KSP)

川崎生命科学・環境研究ｾﾝﾀｰ（LiSE)

イノベーション
センター
・研究開発
・産学連携
・技術移転

教育情報
センター

・人材育成
・理解増進

高度計測
センター

・試験、分析、計測
・技術相談

KASTの役割・組織・事業

・役職員数 88（研究員30）
・H25年度予算 18.2億円
(10.6億円が県補助金､他は
自主事業収入＆外資獲得)

・基本財産 49.9億円

（役職員数は常勤役職員、
研究員は内数で全てﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ期間内の任期付）

企画調整部

KASTの役割

産学公連携による
科学技術振興と
産業振興支援

H25.10.1現在

ＫＡＳＴの研究開発事業

有機太陽電池
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

○ 5年・計30億円（H21～25年度)
＜KASTはｻﾌﾞﾃｰﾏとして評価技術等を受託：総額約4億円＞

● 内閣府｢ 先端研究支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣：瀬川東大教授が有機太陽電池のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ

地域ﾏｸﾛﾆｰｽﾞ即応
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

○現在1ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施中； 2年、約60百万円/年
＜ 地域のﾏｸﾛﾆｰｽﾞをﾍﾞｰｽにKASTがﾃｰﾏ設定＆ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ＞

●地域課題・産業ﾏｸﾛﾆｰｽﾞを解決する研究 (短期開発・実用化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)

重点研究事業 ○現在3ｸﾞﾙｰﾌﾟ実施中；30～40百万円/年・ｸﾞﾙｰﾌﾟ
＜２年毎に継続可否判断・・・大型外資獲得が基本的継続条件＞

有望ｼｰｽﾞ展開
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

○現在3ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施中；4年、60～80百万円/年・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
＜上記育成事業ﾃｰﾏの中から審査委員会で有望ﾃｰﾏを選抜＞

戦略的研究ｼｰｽﾞ
育成事業

○H25年度3ﾃｰﾏ新規立上; 2年、13百万円/年・ﾃｰﾏ
＜ﾃｰﾏは公募。31ﾃｰﾏから外部委員による審査を経て3ﾃｰﾏ採択＞

●目的基礎研究から応用開発・試作までの一貫した研究 (3段階+αｽﾃｰｼﾞｹﾞｰﾄ方式)

短期集中型実用化
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ （+α）

○現在1ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施中；2年、約70百万円/年
＜2年で重点研究事業or地域ﾏｸﾛﾆｰｽﾞ即応ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに移行＞

● 文科省｢地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣：KASTが総合調整機関

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略
支援事業

○基準額；2億円／年×5年間（H25.8～H30.3）
＜文科省助成額；１／2補助､ 地域資金含め総額20億円規模＞

KAST研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの研究内容概要
一覧①

戦略的研究
ｼｰｽﾞ育成
事業

事業名称 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名称 研究内容概要

不揮発性ﾒﾓﾘｰ素子とCMOSとの革新的融合回路技術に

よる待機時消費電力の大幅削減の実現（劣勢の国内半
導体業界の復活・再生に繋がるｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ技術の創出）

ﾗｲﾌｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ関連 材料関連

菅原（東京工業大学
准教授）「革新的ﾊﾟﾜｰ
ｹﾞｰﾃｨﾝｸﾞによる超低
消費電力回路・ｼｽﾃﾑ
の開発」

IT・ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ関連

多々見（横浜国立大
学教授） 「高信頼性
ｾﾗﾐｯｸｽｴﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ」

松原（慶応義塾大学
専任講師） 「輸血用

自己血小板の新規安
定供給ｼｽﾃﾑの確立」

ｾﾗﾐｯｸｽの粒界破壊特性の直接測定や先進粉体ﾌﾟﾛｾｽ
による欠陥寸法低減と微構造制御等を組み合わせた画
期的な高信頼性ｾﾗﾐｯｸｽ製造技術の確立（機械的信頼
性を大幅に向上させたｾﾗﾐｯｸｽ材料による環境ｴﾈﾙｷﾞｰ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝやﾗｲﾌｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの貢献）

皮膚繊維芽細胞からの血小板作成による医療現場に
おいて不足している輸血用血小板の安定供給システム
の実現（現在100％善意の献血に依存し、4日という短

期間しか保存できないという医療現場の問題点を抜本
的に解決するｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ技術の創出）

RNAﾎﾟﾘﾒﾗｰｾﾞの構造解明による、どのような新型ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞにも対応できる画期的ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ新薬の創出支援

KAST研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの研究内容概要一覧②

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略支援事業関連研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ

短期集中型実
用化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

有望ｼｰｽﾞ
展開ﾌﾟﾛｼﾞ
ｪｸﾄ

重点研究
事業

地域ﾏｸﾛﾆｰｽﾞ
即応ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

有機太陽電池
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

事業名称 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ名称 研究内容概要

健康・ｱﾝﾁｴｲｼﾞﾝｸﾞ
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

有機太陽電池
評価ｸﾞﾙｰﾌﾟ

安田「ｵﾝﾁｯﾌﾟｾﾛﾐ
ｸｽ」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

竹内「人工細胞膜
ｼｽﾃﾑ」ｸﾞﾙｰﾌﾟ

長谷川「透明機能
材料」ｸﾞﾙｰﾌﾟ

藤嶋「光触媒」
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

血中がん細胞の分離・同定装置の開発によるがんの早期
発見、ｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞ治療、がん治療創薬支援

ﾚｱﾒﾀﾙ（ｲﾝｼﾞｳﾑ）を使用しない透明導電膜＆赤外領域透
過性も高い太陽電池用高性能透明導電膜（ITO膜代替）

光触媒による抗菌・抗ｳｨﾙｽ等の新機能の解明、抗菌・抗
ｳｨﾙｽ関連商品開発、光触媒標準化活動（JIS・ISO）

DNAﾏｲｸﾛｱﾚｲを用いた栄養・遺伝子解析による健康食品、
ｱﾝﾁｴｲｼﾞﾝｸﾞ化粧品等の機能・安全性評価

有機太陽電池に関するﾃﾞﾌｧｸﾄｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞを目指した新しい
評価技術・ｼｽﾃﾑの開発（東大・産総研・ｿﾆｰ等と連携）

次世代の創薬・治療開発を担う膜ﾀﾝﾊﾟｸ質（様々な疾病に
関与している物質）の高速・大量解析手法

山口「高効率次世代
燃料電池」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

湿度に依存しない電解質膜と高性能白金複合体触媒を
組み合わせた、超高効率燃料電池の創出

朴「革新的ｲﾝﾌﾙｴﾝ
ｻﾞ創薬」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
戦略支援ｸﾞﾙｰﾌﾟ

革新的計測・評価技術開発によるﾗｲﾌｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創生
ーﾚｷﾞｭﾗﾄﾘｰｻｲｴﾝｽ推進拠点の形成ー

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
戦略支援事業

-85-



県内研究開発型
中小・ベンチャー企業

R&D：連携して世界に発信できる技術開発を実施

県民・社会への還元

国際認証基準開発評価センター機能

神奈川R&D推進協議会参画企業との連携

計測機器メーカー等

共同
研究

実験系の構築・評価・解析 衛生研

評価法のノウハウ
実績の蓄積

連携

遺伝子マーカー等の
利用による新バイオ
計測技術の開発

県内大手企業

H社

人材育成、開発
支援、技術指導

中小企業と連携した
機能性食品の開発

バイオインフォマティクス

産技センター

東京大学

農技センター

研究員派遣／
消耗品費実費

KASTプロジェクト
DNAマイクロアレイによる機能性・安全性評価

A社、B社・・・研究費 F社

委託研究

新分野への展開

㈱天然素材探索研究所

アフィメトリクス

DNAチップ・ソフト
開発等で連携

動物実験で連携

各企業が機能性食品
化粧品を製品化

未来環境テクノロジー㈱

㈱インテリジェントセ
ンサーテクノロジー

M社

共同
研究

安全・機能性を持つ果実
野菜等の育種、応用

(公財)実験動物中央研究所
動物実験

産官学連携体制事例：健康・ｱﾝﾁｴｰｼﾞﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

共同
研究

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの期待①（大企業への要望）

日産自動車（株）ｺﾞｰﾝCEOの経営ｽﾀﾝｽ

●研究開発は「予算」ではなく「投資」
＊「投資」に見合う成果が期待できるものにはﾘｽｸはあっても金は出す
＊一番言って欲しくないのは、競合他社が良い製品・技術を出した時に
「金が無かったから出来なかった（負けた）」との言い訳だ

●日本の大企業のCEOやCTOの現状は？
＊上述した「一番言って欲しくないのは・・・・」のような厳しい要求と自らﾘｽｸ
を取って投資決定する覚悟をCEO、CTOが持ち、かつ実践しているか

規模・収益で劣る日本企業がｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ競争に勝つ処方箋

●技術（力）で勝つことはやはり必要条件
＊体力勝負になったら殆どの日本企業は不利になることが多いので、ﾘｽｸを
取って、①先手必勝（先に本格着手）、②選択と集中（一点豪華）
（他社もやっているからという、横並び、後追い開発では勝機は無い）

●ﾘｽｸを減らす有効な方策の一つが産官学連携（外部とのｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）
＊ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ相手として大学、技術開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の有効活用を！！
⇒日本の大企業は特にﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の有効活用意識を！（含む海外ﾍﾞﾝﾁｬｰ）

～大学＆研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業を同類と捉えて記載～

～大学＆研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業を同類と捉えて記載～

産官学連携に関する意思決定ﾌﾟﾛｾｽの改革

●産学官連携の意思決定ﾌﾟﾛｾｽの革新に成功した企業が勝ち組企業
＊日本では大企業の産官学連携成功事例は決して多くない

●産官学連携先の新規開拓と有効活用はCTO（CEO）の も重要な役割
＊「受身の姿勢」から「攻めの姿勢」への転換＆充分な資源配分
＊売込みがあった大学やﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の技術を（自社の類似技術分野の）
研究開発者に評価させていないか？
⇒研究開発者ではなくCEO､CTO､事業部長、技術営業責任者、等が評価

●優秀なﾍﾞﾝﾁｬｰ企業経営者のｺﾒﾝﾄ：「日本の大企業は意思決定が絶望的に
遅い。それに比較すると海外ﾒｰｶは意志決定者が明確で、かつ決定も速い」
＊良くあるｺﾒﾝﾄ：「他社の反応は？ 量産性は（ｺｽﾄ､歩留まり）？ 」 等々
⇒KAST研究成果の企業への説明時でも同じような経験が非常に多い

「活用する」から「育てる（一緒に育つ）」産官学連携へ

★企業側に産官学連携を牽引するｷｰﾏﾝの存在が成功の大きなﾎﾟｲﾝﾄ
★将来有望な「若手の先生」＆「ﾍﾞﾝﾁｬｰ・中小企業企業」を育てながら自社

も成長するという高い見識を日本の大企業には是非持って貰いたい

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの期待②（大企業への要望）

平成25年11月22日（金） 公益財団法人神奈川科学技術ｱｶﾃﾞﾐｰ（KAST）

産官学関係者が自ら変革し、ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進に適
した神奈川の特徴をﾌﾙに生かした「新しい産官学連携
ﾓﾃﾞﾙ（神奈川ﾓﾃﾞﾙ）」を構築して、神奈川の誇れる成果
の創出を積み重ねる。また、ﾌﾛﾝﾄﾗﾝﾅｰとしてその成果
を積極的に国内はもちろん世界に向けて展開する

強い種や賢い種が生き残るのではなく、変化に適合
した種だけが生き残る ＜ダーウィンの進化論＞

目標は高く、明るく実行、しぶとく達成
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2013年11月22日

神奈川県政策研究・大学連携センター

～シンクタンク神奈川～

所長 林秀明

京浜臨海部の未来と“ものづくり”

はじめに シンクタンク神奈川とは

 神奈川県では、多様化、複雑化するさまざまな県政課題に
的確に対応する政策の形成を支援するため、「政策研究・大学
連携センター～シンクタンク神奈川～」を2010年に設置しまし
た。

 本県の最も重要な知的・人的資源である大学との一層の連
携を図りながら政策の形成を支える調査・研究を行うとともに、
大学や地域の力を結集してともに地域課題の解決を図る新た
な協働の仕組みを構築、運営することを通じて、政策主導の県
政運営に寄与します。

（2010年 Think tank Kanagawa –新しい自治体シンクタンク
をめざして－ より）

１

現在取り組んでいる政策研究

神奈川の産業の将来

像－新たな産業基盤を考える－

産業経済の発展の方向と神奈川の優位性、その優位性を伸ばす産業基
盤整備のありかたについての研究

まちづくりにおける未利用地・空間の有効活用

未利用土地・空間の活用による財源の確保と地域活性化策の研究

気候変動の影響や適応策

気候変動の本県への影響と適応策の研究

健康寿命伸長の県財政や県民生活への影響

健康寿命伸長政策の投資としての効果の研究

住民との協働による合意形成のあり方 など

２

Ⅰ 神奈川のボディをつくる

外の力を呼び込む力＝外に求められる力

内山岩太郎と長洲一二の県政から

３

戦後の県政と知事
内山岩太郎1947～1967（５回、２０年）

東京外語出身、外交官アルゼンチン公使

任期：戦後復興から高度経済成長の時期

津田文吾 1967～1975（２回、 ８年）

長洲一二 1975～1995（５回、２０年）
横浜国大教授、構造改革論の論客

任期：経済が安定から成熟へ向かう時期

岡崎 洋 1995～2003（２回、 ８年）

松沢成文 2003～2011（２回、 ８年）

黒岩祐治 2011～

４

内山岩太郎の仕事

県立近代美術館 昭和26年

県立図書館・音楽堂 昭和29年

５
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内山岩太郎のもう一つの仕事

６

内山岩太郎の二つの仕事
国際文化都市をつくる

世界の中で日本を復興するのは文化

県立近代美術館（昭和26年 1951年）

県立図書館・音楽堂（昭和29年 1954年）

神奈川県観光（株）（昭和24年 1949年）

箱根国際交流会館構想

相応しいボディをつくる

総合開発計画にもとづく、土地と水（と電気）と勤労者（の住宅）
の確保

京浜工業地帯 ７

￭「地方の時代」

地方へ 行財政システム改革の先駆

￭「民際外交」

世界へ 世界の中の神奈川

￭「ともしび運動」

市場・社会へ

福祉産業やＮＰＯとの協働

長洲一二の仕事

７８

長洲一二のもう一つの仕事
「神奈川を世界の頭脳センターに」

￭New growth の道筋

￭交流Exchangeの基盤 Basic Industry

￭神奈川を頭脳集約型製造業の拠点に

→東京は世界の金融センターに

￭多くの人口を支える都市のボディ

→安定した雇用を確保できる製造業

９

ＫＳＰ（かながわサイエンスパーク）
川崎市高津区
１９８９年竣工
インキュベート施設
神奈川科学技術アカデミー
高度計測センター

10

日本経済に学べソ連ミリューコフ報告

・ ソ連の包括的な経済調査団の日本訪問

１９８９年１１月と１９９０年４月

・ ペレストロイカを進めるにあたって

日本の経験から何か利用可能なものはないか、

という観点で報告

（朝日学術文庫）

11
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ソ連ミリューコフ（１９９０）報告から

新しい科学技術を駆使した生産の形成・発展を助成するため、政府と地方
自治体は大企業と共同で、「サイエンスパーク」および「テクノポリス」を組
織し、それに対して融資をしており、新有望企業の設立のための条件を創
り出している。

 ここでは将来の経営者たちが、商業・職業訓練を受け、（時に特別な）設備
を発注し、専門家の協力により実務・技術領域での実験を行い、自立的な
経営の経験を段階的に獲得していけるのである。

中小企業の商業的な成果を向上させるために、日本政府は１９８８
年に技術共同プロジェクトに関する法律を施行した。この法律によ
り、「全国中小企業融合化促進財団」が設置され、これに中小企業
、中小企業に関する政府機関、金融機関、大企業が参加することに
なった。

 中小企業の異業種交流は順調に推進されている。１９８９年はじ
めまでに、１５００以上のこうしたプロジェクトが設立され、２万
５０００以上の中小企業がこれに参加している。

12

頭脳センター構想の展開

～京浜テクノコンプレックスへ～

１９９２年 大都市問題研究協議会（県・横浜市・川崎市）「大都市
産業の振興方策のあり方に関する調査報告」

すでに生産基地から京浜研究開発地域に

首都圏への基礎材供給機能

日本の研究開発中心機能

製品開発、地方工業増大、新たしい事業所の三つの苗床

さらに高度技術複合地域・テクノコンプレックスへ

研究開発機能の誘致と有効活用

中枢管理部門（本社機能）の誘致

国際交流機能の強化
13

Ⅱ 制約条件を活かす

都市の中の工業集積
混在を複合へ

14

工場制限諸制度と神奈川三団体（県・横浜市・川崎市）の主張

産業や人口の過度な集中や深刻化していた公害問題などに対応するため、昭和３０～４０年代にか
けて、「工業等制限法」「工業再配置促進法」「工場立地法」のいわゆる「工場制限三法」が制定

国の政策
（環境の保全と国土の均衡ある発展）
・既成市街地における作業場等の新設・
増設を制限

・優遇措置により工業の集積度が低い地
域へ工業の再配置を促進

・生活環境の保全に資するよう工場での
緑化を義務付け

県・横浜・川崎大都市産業問題研究協議会(S59.10.1～）
― 大都市産業振興方策のあり方についての調査研究

（企業アンケートでの主な意見）
・既存工場の増改築が行えず、機械設備の増設も不可能。
・個々の工場では緑地面積の確保が難しく、増改修計画が遂行できない。

H10 工場立地法一部改正（地域の実情に応
じた緑地面積率の設定等）

H11 京浜臨海部等が工業等制限法の制限
区域から除外

H14 工業等制限法廃止
H18 工業再配置促進法廃止

神奈川三団体の主張
H1 大都市産業の振興方策のあり方に関する調査報告書

京浜臨海部を、ものづくり機能を核に、業務機能、研究機能
が複合的に集積する高度技術複合地域（テクノコンプレック
ス）へ

H8 京浜臨海部の再編整備に関する基本方針
企業間の連携、生産・研究開発・市場開発の機能連携によ

る創造的事業活動の促進

H16 京浜臨海部再生会議「京浜臨海部の再生に向けて」
①ゲノム・バイオ、②ロボット・システム、③エコ、エネルギー

の3分野を産業クラスター形成のターゲットとし、効果的に新
産業・新事業の創出が図られるよう努める。

国への要望活動

15

テクノコンプレックスへ

京浜工業地域は我が国産業の発展に大きな役割を果たしてきており、その機能もかつ
ての生産基地から、今日では日本の代表的な研究開発地域として、大きく変貌しつつあり、
この地域を＜京浜研究開発地域＞と呼ぶことができる。

すなわち、域内の大規模工場は、量産ラインを地方工場へと拡大移転し、多品種少量
生産や試作にかかわる生産機能、研究開発機能、開発に直結する営業機能が三位一体
化した事業所へ転換を進めつつ、関連中小企業、ユーザー企業との間に多様なネット
ワークを形成し、新技術・新製品の開発力を高めている。

産業構造のサービス経済化と国際水平分業が進行するなかで、このような京浜のポテ
ンシャルを十分に活かすためには、各企業が、製品の取引関係による技術的な連繋のみ
でなく、共同研究を行うなど、より緊密な技術的連繋を創り出すことが有効である。その連
繋が成熟することにより京浜研究開発地域は＜高度技術複合地域（テクノコンプレックス）
＞へと転換していく。

～大都市産業の振興方策のあり方に関する調査報告書
（平成元年11月 神奈川県大都市産業問題研究協議会）から

16

物流ネットワークの構築～ものづくり機能の転換の促進～

スーパー中枢港湾に指定されている横浜港・東京港に川崎港を含めた京浜三港は、外国
貿易貨物のコンテナ取扱量で全国の4割に達しており、首都圏で営まれる消費や生産活動
に必要な物資を取り扱う港湾として、大きな役割を果たしている。

今日、製造業の多くが海外に生産拠点を構え、製造工程を様々に分割し、国境を越えた
分業を展開しており、それに併せ、港湾機能も部品や製品の迅速な輸出入への対応が求
められている。

2010年10月、羽田空港の第4滑走路の整備、再国際化、空港内に国際航空貨物ターミナ

ルが完成。対岸神奈川側の連絡道路が完成すれば、京浜三港の物流拠点と空港の物流
施設が太く結ばれることになる。

羽田空港と横浜港、川崎港をリンクした、陸・海・空のシームレスな物流における
ネットワークを実現することが必要。
国際分業体制の中で、戦略的に重要な生産部門に特化⇒マザー工場化

1７
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異業種交流ネットワークの構築

１９７０年代後半から、複数の企業による新製品、新技術の開発を狙った異業種種交流が
活発に。１９８４年、県内の異業種グループが、神奈川県工業試験所（現神奈川県産業技術
センター）に集い、「神奈川県異業種グループ連絡会議」（異グ連）を発足。全国に県域の連
合会は３０。現存組織では神奈川県の異グ連が最古参。

１９６１年神奈川県資料室研究会発足。企業等の資料室・知財部門のネットワーク。現在、
９３社。県立川崎図書館を拠点に活動。企業の技法や社史等の全国一のコレクション。ソ
ニーや東芝、富士通、日本化学会などから寄贈された外国雑誌のデポジットライブラリーを
運営。県内や大田区の中小企業等が活用。

２０１３年、異グ連を「神奈川県異業種連携協議会」（イグレン）に。

グループだけでない。（個人会員あり）。神奈川だけでない。大田区など周辺地域もＯＫ。
団体や機関、大学、自治体等との連携の強化を目指す。

中小企業がリスクをとって、新製品・新技術に挑む基盤。
志を持った企業の集積。
企業や試験研究機関による支援。

1８

川崎臨海部でのコンビナート高度統合化の促進

【国内石油関連産業】
《今後の方向》
○コンビナートの一体的な運営（高度統合化の推進）
○高付加価値化の推進
○エネルギーセキュリティーの確保、脱石油の模索

《川崎臨海部での動き》
企業間連携による効率化の取組みが始動
（重質油の共同処理、蒸気の供給・有効利用など）

【川崎臨海部コンビナート】

石油精製、石油化学、鉄鋼、セメント、発電等の素材・エネ
ルギー産業が複合的に立地、味の素も

様々な形の企業間連携を促進

上から下へ流れないコンビナート
→交流型・還流型コンビナート

廃棄物がバイプロダクツに。
変化への柔軟な対応

東燃ゼネラル石油(株)川崎工場（川崎区浮島）

千鳥・夜光地区の発電所で発生する
蒸気の共同利用事業 19

Ⅲ 大学の教育機能を生かす

20

ＫＡＳＴの藤嶋理事長の懸念と提案 (2007年）

県内在住科学技術研究者・技術者の減少（「国勢調査）

2000年：343,808人→2005年：327,100人

高校生の理工系分野への進学割合の低下

県内公立高校生 1997年：28.5％→2006年：24.6％

県内理工系大学卒業者の県内企業への就職割合の低迷

Ａ工科大学 2003年：30.4％→2007年：25.7％

Ｂ大学（理・工・情報工学） 2000年：19.7%→2007年：17.7％

Ｃ大学（理・工） 2000年：26.2％→2007年：25.9％

小中学生等の理科離れの拡大

15歳の「科学の応用力」の国際順位 2000年：2位→2006年：6位

次世代の研究開発を担う人材確保

◎ 高校生の理工系への進学の促進
◎ 理工系大学生の県内企業への就職促進

21

◎ 高校生の理工系への進学の促進

かながわ発・中高生のためのサイエンスフェア
日時 平成21年度から毎年、7月の第二土曜日

会場 新都市ホール（そごう横浜店9階）

プログラム 科学や理工系の実演体験コーナー、理工系大学ブース、

理工系のしごと紹介パネル・県内企業パネル展示 等

参加大学等 神奈川大学、神奈川工科大学、関東学院大学、北里大学、

慶應義塾大学、桐蔭横浜大学、東海大学、東京工芸大学、東京農業大

学、日本大学生物資源科学部、明治大学、横浜国立大学、横浜市立大

学、公益財団法人神奈川科学技術アカデミー、独立行政法人海洋研究

開発機構、味の素（株）、武田薬品工業（株）、（株）日立製作所

入場者数 2,500人（会場がいっぱい）

22

かながわ発 企業魅力発見・体験バスツアー

趣旨 複数の大学が県と共同して、地元企業の協力のもと、イン

ターンシップモデル事業を実施する。 平成23年度から

• 参加大学等 神奈川大学、関東学院大学、東海大学の3大学、

受け入れ企業等県内に事業所を有する35企業・団体等

◎ 理工系大学生の県内企業への就職促進

神奈川県版インターンシップモデル事業

趣旨 県内大学生や大学院生、大学就職事務担当者等が、県

内中堅・中小企業の職場を訪問、県内中小企業の魅力（技

術力や先進性）を体験・発見する。 平成21年度から

23
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 平成２５年度採択、26年度から実施

鶴見大学 小学生が日本と世界の古典籍類を実見・体感し、知性を刺激して感性を涵
養するためのプログラムと教材の開発と実施の提案

神奈川大学 宇宙エレベーターの実験機製作を通じた、夢を持ちチャレンジ精神に溢れ
る人材づくりと地域産業との人材交流プロジェクト

相模女子大学 発達障害の子育て支援システムに対する提案－子どもの発達を促すため
のペアレントプログラムの開発・実証・普及を通して－

文教大学
青山学院大学

Web上の違法有害情報対応のための人材育成と対策支援システムの構
築

平成２４年度採択、２５年度から実施

神奈川大学 新たなビジネスチャンスを創出する中小企業のためのリチウム二次電池
オープンラボ

國學院大學 大学から小中学校への環境・エネルギーに関する実験を主とした授業提
案

横浜国立大学 県民総力戦で創る事前復興計画

◎ 大学発・政策提案

大学の教育機能のエクステンション

24 25

“神奈川から”の意味によせて

京浜臨海部を活かす
古い工業地帯、産業集積が厚い

様々な産業の集積を生かす

臨空工業地帯、サービスリンクコストが低い。

技術開発における国際分業、海外事業所との連携

リスクを取り続ける中小企業が多い

リスクをとるための基盤がある

神奈川資料室研究会 「技報」や「デポジットライブラリィ」

（かっての工業試験所の図書館の賑わい）

異業種交流の伝統、志のある企業群を活かす

26
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